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(2) iWT 0加盟後の中国経済:高度成長は

持続するか」

杜進

南先生，ありがとうございます。このような

場を与えていただき本当に光栄で，少々緊張も

しております。南先生からこの課題を与えられ

てからいろいろ考えましたが，うまく自分の考

え方を表現できるかどうか自信がありませんの

で，へたな文章で一応論文(本誌に再録……編

集部)を書きました。みなさまのお手元にある

かと思います。さっき読み返してみて少々恥ず

かしい思いをしております。それは，南先生の

お話にもありましたように私は「若手」ですが，

この論文は過去の回顧，現状の評価，将来展望，

すべてを網羅し非常に大きな話をしています。

若手がこんな大きな話をするのは本当に適切な

ものなのかと大いに恐縮しております。もし私

の話が非常に大雑把なものになってしまうとす

れば，それはもちろん私の未熟のせいですが，

強いて言えばこれは南先生にも責任があるとい

うことで、すね(笑)。ちなみに今後この学会で

発表する機会が与えられるとすれば，より専門

的で分析的なテーマを選びたいと考えていま

す。

南先生からいただいた課題は3つあります。

lつは中国経済についての楽観論と悲観論をど

う見るかということです。 2番目は中国経済の

現状，とくにWTO加盟との関連で中国経済の

現状分析です。 3番目としては，中国経済の将

来展望を述べるということです。論文に沿って

ごく簡単に発表させていただきたく思います。

まず楽観論と悲観論ということですが，渡辺

先生のお話にもありましたように，最近中国経

済についてのビジョンは非常に大きく揺れてい

ます。もちろん，すべてのものに光と影の両面

があるように，中国経済については以前より楽

観論と悲観論という見方にはっきりと分かれて

きました。とくに「経済的には楽観論，政治的

には悲観論Jといわれるように，観察の分野に
よって見方が異なることもありました。しかし

最近， i楽観論」が「脅威論jへ， i悲観論jが

「崩壊論」へと，極端に見方が分かれるように

なり，しかも新聞の一面にしばしば登場するよ

うな話題になる，これは異常な状態といわざる

をえません。この事態の背景にはいくつかの要

因があるように思います。

私の論文には， 2つの要因が中国経済のビジ

ョンの大きな揺れに寄与したと書いてありま

す。そのひとつはアジア通貨危機です。この危

機への中国の対応はきわめて優等生的だったと

思います。中国は通貨人民元の安定を保ち，ま

たマクロ経済構造をより強固なものにするため

に構造改革を急ぎました。また外的なショック

もあり，経済成長率が鈍化の傾向を呈すると，

時期を逃さず大胆に内需拡大政策に転換しまし

た。このような一連の経済政策が功を奏し，

「中国経済は恐ろしいほど強い」というイメー

ジを広く植えつけたのではないかと思います。

しかし他方，多くの人にとってみれば，アジア

通貨危機がもたらした最も重要なメッセージ

は，経済の基盤が弱ければ，たとえ一時期華々

しい高度成長を遂げたとしても，いずれは失敗

するだろうということになります。このような

見方からすれば，中国は危機を経験したアジア

諸経済と同じように，マクロ経済の基盤に構造

的な弱みが目立ち，いずれは中国の奇跡も幻に

終わるのではないかということになります。要

するに，アジア通貨危機によって，中国経済の

「強みjと「弱み」に関する見方を極端な形に

際立たせたのではないかと思います。

もう 1つの要因は， WTO加盟の中国経済に

及ぼす影響についての見方です。言うまでもな

く， WTOへの加盟の影響を考える際に，対外

的な部分と対内的な部分に分けることができま

す。私の言葉でいうとすれば， i外に向かう中
国」の側面と，もう 1つの「世界を受け入れる

中国」という 2つの側面があります。中国経済

の構造的弱みに注目する悲観論者が後者の側面

に注目するとすれば，グローパリゼーションの
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荒波をまともに受ける中国経済はこれから大変

困難な局面に直面するであろうと予測すること

は無理からぬことでしょう。他方，中国の政策

対応能力を信ずる楽観論者は，グローパル化の

波に乗って投資と貿易を通じて中国経済がいっ

そう強くなり，中国企業が次第に世界に向かい，

中国製品が世界市場を席巻するとみることにな

りましょう。そうすれば，中国経済がたいへん

な勢いで成長し，周辺国に対していろいろな影

響を及ぼすであろうという見方が出てくるのも

自然です。このように，中国経済に関する悲観

論と楽観論は，この 2つの要因によって極端な

形で崩壊論と脅威論に形を変えたのです。

日本については特に脅威論が強いように思い

ますが，その要因について論文では 4点ほどあ

げております。あとで読んでいただきたいので

すが，経済的統合が進めば進むほどマイナスの

面とプラスの面が強く現れてきます。今の日本

の状況から見ますと，どうもマイナスの面がよ

り強調されているように思われますが，全体的

にみれば，日中聞の経済協力の進展は，言うま

でもなく両国にとってメリットのほうが大きい

はずです。この点は渡辺先生が先ほどすでにご

指摘なされました。中国は脅威ではないという

先生の論点には私も大賛成です。

では，脅威論でもなく崩壊論でもないバラン

スのとれた中国経済のピジョンはどのようなも

のになるでしょうか。私は中国経済を見るには

次の3つの視点が大事だと，思っています。これ

は論文の第3節に書いてあります。 1つは，日

本を含む先進国家の経験から中国の現状を理解

するという歴史的視点です。先進国家の歴史的

経験の多くはすでに理論化されています。先ほ

ど渡辺先生はこういった理論を用いて中国経済

の分析を見事に展開されました。個人的なこと

で恐縮ですが，私も大学院時代南先生，清川先

生のご指導の下で日本経済と開発経済学の理論

を勉強しました。この経験は私の中国経済の理

解に大いに役立つています。

2番目の視点ですが，発展の段階が異なって

も中国が直面している問題は先進国家とある種

の共通性がある，これは事実でしょう。中国経

済を理解するうえでこの「同時代性の視点」も

大事だと思います。目下進行中の 1T革命は l

つの良い事例と言えます。 IT技術の経済に与

えうる影響についてわれわれはまだ完全に理解

していないかもしれませんが，もし専門家が言

うように IT技術の普及が産業技術に大きな影

響を与えるとすれば，技術の標準化と技術開発

のプロセスの短縮化が十分考えられます。 IT

技術がない時代に比べ，途上国の技術取得と技

術普及のプロセスは当然違ってきます。グロー

パリゼーションの進展はもうひとつの良い例で

す。先ほど渡辺先生のご指摘にもありましたよ

うに，かつての日本の経験とは異なり，中国経

済の発展に海外直接投資が果たす役割はきわめ

て大きい。資本のみではなく，企業進出に伴っ

て情報，技術，経験，あるいは制度に関する知

識などの経営資源も中国に入ります。短期間で

中国経済の生産能力を大きく増強する可能性は

十分考えられます。また一部のハイテクの分野

においては，中国が他の発展度合いの高い固と

同じスタートラインに立ってこれから発展して

いくことも考えられます。もちろんこのような

時代的特徴が途上国の経済発展に与える影響に

ついて綿密に論証しなければなりませんが，

「同時代性Jという視点をもって中国経済をみ
ることは大事ではないかと思います。

さらに3番目の視点としては，中国の将来が

どうなるかを考えるうえで歴史的経緯，すなわ

ち中国が独特の条件のもとで発展してきた歴史

的経路についての理解は欠かせないでありまし

ょう。中国の指導者の現在の政策的営みは過去

が築き上げた基礎の中で機能するもので，現在

の政策は将来の進むべき道をある程度まで規定

する，という「履歴効果J.あるいは「経路依
存Jという特徴についてもわれわれは十分に考
慮しなければならないでしょう。若手のくせに

生意気なことを言っている，と思われるかもし

れませんが，中国経済をバランスよく考えるに

は，この3つの視点を同時に持ち合わせなけれ

ばならないとつくづく考えています。
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ごく簡単に，この3つの視点をつき合わせて

中国経済の現状についての私の認識を述べさせ

ていただきます。私は午前中の中兼先生のお話

に非常に感銘を受けました。研究を深めるため

に仮説を大胆に出さなければならないというこ

とですが，私はここで大胆な仮説を提示したい

と思います。中国経済は繁栄を極めているとい

う一般的な見方に反して，実は中国はいま大変

な不況期にあり，しかもその不況の構造は日本

と非常に似ているという主張をあえて提起した

いと思います。このような視点で中国経済をみ

ることも非常に大事だと思っているからです。

論文の第4節をご覧いただければ私の論点を理

解していただけると思います。先ほども申し上

げましたように，中国経済の現状を日本の歴史

的経験から理解できる面がたくさんあります

が， I同時代性jの視点で中国の現状を理解で
きる部分も相当あります。実は，日本経済が直

面している重大な問題，例えばデフレの問題，

金融構造の問題，財政収支の悪化などの問題は，

程度の差こそあれ中国でも顕在化してきている

ように思われます。

具体的な例を 1つ上げたいと思います。中国

はいま1990年まで執行してきた緊縮政策を改

め，内需拡大政策を展開しています。政策転換

の背景についての中国の一般的な理解によれ

ば，アジア通貨危機のあと国際市場の状況が厳

しく，外需を大きく伸ばすことの可能性が小さ

くなり，経済成長を維持させるためには内需刺

激に転換していかなければならない，というこ

とになります。最近では，アジア金融通貨危機

は一応収束したが，テロ事件のあとでアメリカ

経済の先行きが不透明になったため中国は内需

を拡大しなければならないとの論調が広がって

います。要するに，外部環境の変化が中国の政

策転換の原因であるという認識です。

しかし，中国経済の80年代と90年代の成長パ

フォーマンスを見ていきますと，アジア通貨危

機の前にすでに大きな転換点があったことがわ

かります。具体的にいえば， 90年代の前半まで

のパターンは，成長率は高いが物価の上昇率も

同時に極めて高かったのですが， 90年代の後半

に入ってから，ちょうどアジア通貨危機の 1年

前に，中国経済には成長率の鈍化と物価上昇率

の低下という成長局面の転換が見られました。

転換の要因は外部のものではなく中国圏内に起

因するものです。転換の要因を理解するうえで

日本の経験が非常に示唆を与えてくれるように

思います。論文の第4節の後半に書いてありま

すが，なぜ中国経済は今，需要不振に陥り消費

と投資を刺激しなければならない状態になった

かといいますと，その根本的な原因は外需の不

振ではなく，経営業績が悪化した固有企業が生

み出した巨額の不良債務が銀行の不良資産とし

て累積してきたことです。そこで金融危機を回

避するために政府が金融規律を強化したため

に，厳しい監督下にある銀行は企業への融資に

対してより慎重になり，いわゆる貸し渋り，あ

るいは信用萎縮(クレジット・クランチ)とい

う現象が起きました。日本に似たような景気後

退の構図です。ちなみに，いまの中国は一般的

に認識されている途上国の状況とは相当かけ離

れ，物不足ではなくて物余りの状態にあり，ま

た資本不足ではなくて資金が余るという状況に

あります。日本の現状とはいろんな面で違いが

ありますが，景気後退の原因と構造改革の課題

といったところで日本と非常に似ているように

思われます。この意味においては，日本の景気

対策と構造改革の経験がいまの中国にとって大

いに参考になるところがありますし，逆に中国

の運営から日本が吸収しうる経験もあるのでは

ないかと思います。

日本経済の不況とは対照的に，いまの中国経

済は極めて元気だという一般的な見方にあえて

挑戦したいと思います。私は経済成長率の絶対

値をもって比較することは意味がないと思って

います。正しい見方はそれぞれの経済の潜在成

長力，あるいは自然成長力と実現された成長率

とのギャップを考慮したうえでの比較です。な

ぜこのようなギャップが生じてきたかを追究す

ることが何よりも大事なことです。一般的に言

われるように，日本の潜在成長率は大体1.8%
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前後ですが， 90年代を通じて実現された年平均

成長率は1.1%ぐらいで，日本経済は確かに不

況期にあります。一方中国の潜在成長率はだい

たい9%程度といわれています。しかし96年以

降の現実の成長率は，一度も 9%を超えること

はありませんでした。現実の経済成長率が潜在

的な成長率を下回るという点から言えば，中国

は日本と同様に需要が供給を下回る景気後退期

と見るべきでしょう。なぜ供給能力に対して需

要が相対的に不足するかといえば，中国も日本

同様に短期的な需要管理に課題が残っていると

見るのが自然でしょう。先ほども言いましたよ

うに，需要の不振が構造的な要因によってもた

されているという点については，中国と日本の

聞に多くの共通点を見出すことができます。歴

史的な経緯や発展段階の差によって，日中両国

の政策運営にさまざまな違いがあることは言う

までもありませんが，共通点に注目することも

中国の内需拡大政策と構造改革の課題を理解す

るうえで大いに役に立っと思います。

中国経済はどのような方向に展開していく

か，特にWTO加盟に備えどのような政策的対

応が行われてきたかについて考えてみたいと思

います。 WTO加盟の中国経済に及ぼす影響，

それに対応するための政策についてたくさんの

文献が出てきています。ここでまず強調してお

きたいことは， WTO加盟は中国経済の諸制度

の改革に与える影響がきわめて大きいというこ

とです。今まで中国の経済体制の改革は，最終

的な見取り図よりは具体的なステップが重要視

されるもので， r足場を探りながら川を渡る」
というふうに表現されました。すなわち，予想

される問題とその対策をあらかじめ想定するよ

うなトータル・プランはそもそも存在しておら

ず，生じてくる諸問題を対処しながら次に採り

うる措置を考えるという漸進主義的な改革の進

め方でした。

しかし，現在の中国はすでに制度改革の目標

が確立され， しかも改革のタイムテーブルまで

固まったのです。 WTO加盟は中国の体制改革

のあり方を根本的に変えたのです。 WTOの規

定に沿って中国の諸制度を改革しなければなら

ないし，国際公約を守りながら改革のテンポを

定めなければならないからです。私は，中国の

政策当局は具体的な産業の対策よりは， WTO 

の規則に合致する形で体制改革をどう進めれば

よいかという点により重点を置いているのでは

ないかと思います。論文の第6節では中国の国

務院発展研究センターの最近の研究結果を引用

していますが，この研究の出発点はグローパル

大競争の時代において，中国のもつ比較優位を

如何にして競争優位に発展させるかの戦略の模

索です。提唱された戦略は「大国としての競争

優位を発揮する戦略」と名づけられ，その主な

ポイシトはWTOの規則に従い開放的・競争

的・統合された国内市場の建設を加速するとい

うことです。固有企業については，他の企業と

同じ土俵で競争できるように，また国有企業の

退出のための諸制度の整備を加速化するという

方向性が示されています。この研究の中では，

WTO加盟の中国の主要産業に及ぼす影響につ

いても分析しており，そのエッセンスも論文の

6節に紹介しています。詳しいことはぜ、ひそれ

を読んでください。

競争の激化はリスクの増大を意味していま

す。「勝者jが現れるということの裏には必ず

「敗者jがいます。こうした競争が強いられる

「弱者」や競争の結果として生じてくる「敗者J
をどう扱うかについて，先ほど渡辺先生から重

要な問題提起がありました。中国政府は最近こ

の問題の重要性を強調するようになりました。

特に2002年の全国人民代表大会での政府活動報

告の中には，弱者保護という新しい政策方向が

打ち出され，さまざまな対策がすでに実施に移

されています。これは競争杜会の到来に備えて

杜会的な基盤，とくにセーフテイ・ネットを固

めていこうとする政策努力の現われと見るべき

でしょう。むろん，適切なマクロ経済の運営を

通じて経済成長の勢いを維持させることも，弱

者保護と敗者復活の実現のために重要な前提条

件になります。

では，かりにこのような「大国としての競争
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優位を発揮する戦略Jが採用されるとすれば，
WTO加盟後の中国経済はどう変化するでしょ

うか。ここで多くの中国人経済学者の聞に形成

されつつある lつのコンセンサスを紹介させて

いただきます。そのエッセンスは，考察時期の

長さによってはWTO加盟の影響が大きく異な

るということです。具体的には， 5年以内とい

う短期で考えるなら，中国経済に与える影響は

総じてプラスになるということです。 5年とは

WTOの規定が完全に適用されるまでの過渡期

ですので，中国政府は改革の方向性とその実施

のための意欲を示し，これに対して市場関係者，

とくに海外投資者が好意的に受け止めるとなれ

ば，内外の投資が続伸し，経済成長はこの5年

間で順調に推移する可能性が大きいとの予想で

す。しかし中期的には，すなわち 5年から10年

の聞には， WTO加盟の際の中国政府の公約が

現実のものにならざるを得なくなり，本腰を入

れて構造調整に取り組めば必ず痛みが顕著に出

てきます。さまざまな厄介な問題を解決できれ

ば，中国経済は困難を乗り越え，長期的に見て，

すなわち10年後の中国については明るい展望が

見えてくるということです。

言うまでもなく，中国の将来を見るうえでは

いろいろな江が必要で，前提条件を特定しなけ

れば将来のシナリオは描けません。いまかりに

中国は政府が示した方向に向かい，非常に流動

的な社会を作ることができるとしましょう。ま

た競争で失敗した人を社会的セーフテイ・ネッ

トで保護し，その再起を可能とする杜会を築き

上げることができるとしましょう。これは非常

に大きな ifになりますが，もし中国社会が厳し

い競争に耐えうるように体質が強化されれば，

その経済の将来について明るい展望が描かれま

す。なぜ、なら，論文の 7節に書いてありますよ

うに，中国経済には経済成長を支えるいくつか

の有利な条件が存在しているからです。その l

つは「後発性の優位性」で，もう 1つは「市場

的優位J，すなわち需要が拡大することによっ
て産業の発展にとって有利な環境を提供するこ

とです。さらには，生産要素のコスト面での優

位性です。午前中，中兼先生は「産業集積の優

位性jについて言及されましたが，このような

視点で中国経済の将来性を考えることも大事だ

と思います。

ただし，中国経済の将来について 2つのこと

を指摘してみたいと思います。その 1つは，今

後も長期にわたって輸出が経済成長率を上回る

ベースで推移するという展望は恐らく現実的で

ないだろうということです。中国のフロンテイ

アはやはり中国囲内にあります。もう lつは，

中国の産業発展の将来像を描く際にもっぱらハ

イテク産業に注目することは問題だと思いま

す。中国には大量の失業者と「偽装失業者jが

存在しており，多くの国民にとっていまだに十

分に満たされていない基本的な生活の需要が大

いにあります。これらの基本事実を考えるなら

ば，中小企業，中間技術といった産業の発展方

向は中国にとって，もっとも堅実で、もっとも現

実的なものではないかと思います。このような

将来展望が成立するならば，日中両国の分業体

制についての新しい展望も当然出てくるでしょ

つ。
最後に， I同時代性の視点」についてもう 1

点付け加えます。ご存じのように，最近Who

Moved My Cheese? (rチーズはどこへ消え

た?.1)という本が大いに話題を呼んでおり，

中国でもベストセラーになっているようです。

この本の内容はきわめて簡単なもので，食料と

しているチーズが突然なくなったときのネズミ

と小人のそれぞれの反応を描いたものです。頭

脳が単純で過去のことを深く考えないネズミの

ほうがこの突然の変化に素早く対応し，早く次

の行動に移れたのに対して，頭脳がより複雑で

さまざまなことが脳裏から離れない小人の方

は，なかなか次の方向性を見つけられません。

変化に対する適応能力の面から言えば，むしろ

頭脳が単純な方，あるいは過去の経験にこだわ

らないネズミの方が強いかもしれないというこ

とです。日本には今まさに心理的な調整を急ぎ，

変化に対応する積極的な行動が求められている

のではないかと思います。ちょっと脱線してし
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まいましたが，とりあえずここまでとさせてい

ただきます。

[と しん・拓殖大学国際開発学部]

司会 あまり深く考えないほうがいいという

(笑)，これもたいへん明るいサジェスチョンだ

ったと思います。どうもありがとうございまし

た。

それでは引き続きまして，愛知大学の今井先

生にお願いします。今井先生はみなさんご存じ

のように，日中経済関係について非常に長い間，

地道な研究をず、つとなさってきた方でございま

して，今問題になっている日本への影響という

ことについて発言していただくのに最適な方だ

と思います。ではどうぞ，よろしく。

(3) i中国の追い上げと日本経済:生き残る
途はあるか」

今井理之

今井でございます。私に与えられました課題

は「中国の追い上げと日本経済」ということで

して，それがまた3つあります。①中国の対日

輸出の動向，②日本の対中投資の動向，③中国

経済の日本経済に及ぼす影響ということです。

お引き受けするときによく考えて引き受ければ

よかったと思ったのですが，後の祭りです。私

は①と②を中心にやればいいかと思っていたの

ですが，今ご紹介にもありましたように，日本

経済に及ぼす影響というところがおそらくいち

ばんメインではなかったかと思います。それに

ついては私はあまりやっていない分野でして，

今日は①と②を中心にお話し申し上げます。③

については，若干触れる程度になるかと思いま

す。

まず，中国の対日輸出の動向ということです

が，日本側から見た日中貿易ということで日本

の対中輸入の動向としました。貿易の統計をい

くつか付けましたが，それをご覧になりながら

聞いていただければと思います。

近年の動向は表1にありますように，日中貿

易額が相当増えて日本の輸出でも輸入でも中国

は2番に入ってきている。アメリカに次いで大

きな額を占めるようになってきました。 2001年

の場合，総額892億ドルで内輸出が311億ドル，

輸入が581億ドルということで，中国からの輸

入が非常に大きくなって，その結果貿易収支の

日本側の赤字も大きくなっているということで

す。中国からの輸入は，全体に占める比重が

2001年で16.5%というところまできました。 l

位がアメリカですが18.1%のシェアですから，

アメリカを追い抜くのももう時間の問題になっ

てきているかもしれませんO その中でも工業製

品の輸入だけでみると，もう2001年は中国がl

番になっているということです。とくに2001年

の場合はアメリカの経済が悪くなったというこ

ともあって，その他アメリカと経済関係が深い

東アジアの各国もよくなかったのですが，中国

だけが輸出入ともに伸びるという関係で，日中

関係は非常に相互依存が深まっていると言える

ような状況であります。

貿易バランスで日本の対中貿易赤字が80年代

後半，特に1988年からどんどん増えているとい

うことは，この表をご覧になっていただくとわ

かります。その点で 1つ付け加えておく必要が

あるのは，日本の香港との貿易は実は巨額な黒

字です。 2001年でいいますと，約220億ドルの

黒字です。日本から香港に輸出されたものがた

ぶん珠江デルタに行っているということで，実

際には香港の中で使われているのではないと思

います。できた製品が日本に戻ってくるという

ときには，中国からの輸入というふうになって

いる部分がかなりあるだろうと思います。です

から，中固との聞の日中貿易だけで見ますと日

本の270億ドルの赤字ですが，日本と香港の貿

易が約220億ドルの日本側の黒字ですから，両

方合わせるとそれほど日本側の赤字ではないと

いうことになると思います。その点については，

この表にはないのですが中国側の貿易統計を見

ると，例えば2001年の中国の対日黒字はわずか

21億ドルです。 2000年の場合ですとわずか 1億

ドルの黒字。中国側の統計の対日貿易黒字が
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表1 日中貿易の推移
(単位:億ドル)

年 輸出 輸入 総額 バランス 前4比増減率(%) 構成比(%)

輸 nl， 輸入 輸出 輸入

1978 30.49 20.30 50.79 10.19 .. .. 
1979 36.99 29.55 66.54 7.44 21.3 45.6 

1980 50.78 43.23 94.01 7.55 37.3 46.3 3.9 3.1 

1981 50.95 52.92 103.87 1.97 0.3 22.4 

1982 35.10 53.52 88.62 -18.42 -31.1 1.1 

1983 49.12 50.87 99.99 -1.75 39.9 ー5.0

1984 72.12 59.58 131.75 12.59 46.8 17.1 

1985 124.77 64.83 189.60 59.94 73.0 8.8 7.5 5.0 

1986 98.56 56.52 155.08 42.04 -21.0 ー12.8

1987 82.50 74.01 156.51 8.49 ー16.3 30.9 

1988 94.76 98.59 193.35 ー3.83 14.9 33.2 

1989 85.16 111.46 196.62 -26.30 -10.1 13.1 

1990 61.30 120.54 181.84 ー59.24 -28.0 8.1 3.1 5.1 

1991 85.93 142.16 228.09 -56.23 40.2 17.9 2.7 6.0 

1992 119.49 169.53 289.02 50.04 39.1 19.3 3.5 7.3 

1993 172.73 205.65 378.38 -32.92 44.6 21.3 4.8 8.5 

1994 186.82 275.66 462.48 -88.84 8.2 34.0 4.7 10.0 

1995 219.31 359.22 578.53 -139.91 17.4 30.3 5.0 10.7 

1996 218.06 403.70 621.76 ー185.64 -0.6 12.4 5.3 11.6 

1997 216.89 418.46 635.35 -201.57 -0.5 3.7 5.2 12.4 

1998 201.05 370.85 580.90 -169.80 ー7.3 -11.4 5.2 13.2 

1999 234.49 431.03 665.52 196.54 16.6 16.2 5.6 13.8 

2000 303.38 551.16 854.55 ー247.78 29.4 27.9 6.3 14.5 

2001 310.91 581.05 891.95 ー270.14 2.5 5.4 7.7 16.5 

(注)構成比は，日本の輸出・輸入総額に占める中国との輸出・輸入額の割合。

(資料)r外国貿易概況』各12月， r通商白書J。

2000年で l億ドル， 2001年で21億ドルという

ぐらい少ないのです。それは先ほど申しました

ようなところが影響していると思います。

2つ目の水平分業化の進展ということです

が，これは表3ですね。表2の日本の中国向け

輸出の商品構成というのはそんなに変わってい

ないのです。製品輸出が多かったというところ

ですが，それほど変わっていない。 80年と2000

年を比べても，ほとんど製品輸出であるという

ことです。その中で機械機器の比重が相当高い0

80年と比べると2000年は， 42.3%から54.9%で

すけど， 85年，これはちょっと特殊な年だ‘った

のですけれど，そこと比べるとそんなに差がな

いということで，輸出のほうについては50年代，

60年代以降ずっと同じような構成だ、ったという

ことです。ところが輸入にものすごい大きな変

化が起きています。例えば1980年の輸入ですと，

製品輸入はわずか22.6%，85年でも27%という

輸入構成であったものが， 2000年になると

82.7%。近年急速に製品輸入が増えてきていま

す。中でも機械機器，先ほど来 1T製品という

話が出てきておりますが，機械機器がその中に

入っているわけです。 2000年ではこの表では

26.1 %ですが， 2001年の数字ですと28.5%で，

これまで多かった繊維製品と首位が入れ替わる

のも時間の問題， 2002年あたりで機械機器の輸

入のほうが多くなる可能性があります。

機械機器の中身ですが，表4，表5です。表

4のほうはもう少し範囲が広い労働集約型製品

といわれていたものです。中国の順位とシェア
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表2 日本の対中国輸出商品構成
(単位:億ドル， %) 

1980 1985 1990 1995 2000 

金額 構成比 金額 構成比 金額 情成比 金額 構成比 念事匝 構成比

輸出総額 50.78 100.。124.77 100.0 61.30 100.0 219.31 100.。303.38 100.。
食料品 0.01 0.0 0.20 0.2 0.25 0.4 0.93 0.4 1.39 0.5 

原燃料 0.25 0.5 0.89 0.7 1.12 1.8 5.25 2.4 6.76 2.2 

製品 49.92 98.3 122.31 98.0 59.01 96.3 209.85 95.7 295.23 97.3 

繊維品 4.04 8.0 4.71 3.8 6.09 9.9 23.69 10.8 29.58 9.8 

非金属鉱物製品 .. .. .. .. 1.41 2.3 2.59 1.2 6.02 2.0 

化学品 5.43 10.7 7.13 5.7 7.51 12.3 20.40 9.3 39.89 13.1 

金属品 16.83 33.1 35.30 28.3 11.93 19.5 31.03 14.1 32.58 10.7 

機械機器 21.47 42.3 71.06 57.0 28.34 46.2 122.44 55.8 166.57 54.9 

一般機械 11.73 23.1 20.55 16.5 10.34 16.9 60.66 27.7 59.24 19.5 

電気機械 4.84 9.5 25.76 20.6 13.71 22.4 48.06 21.9 83.36 27.5 

輸送機械 4.15 8.2 22.01 17.6 3.14 5.1 9.41 4.3 11.75 3.9 

精密機械 0.75 1.5 2.74 2.2 0.89 1.5 4.16 1.9 12.2 4.0 

その他 2.41 4.7 I 4.58 3.7 I 4.63 7.6 12.97 5.9 .. .. 

(資料)r通商白書』各年版より筆者作成。

表3 日本の対中国輸入商品構成
(単位:億ドル， %) 

1980 1985 1990 1995 2000 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

輸入総額 43.23 100.0 64.83 100.。120.54 100.。359.22 100.0 551.16 100.。
食料品 4.71 10.9 9.35 14.4 19.35 16.1 47.04 13.1 58.71 10.7 

原料品 5.00 11.6 8.27 12.8 10.87 9.0 13.55 3.8 14.94 2.7 

鉱物性燃料 23.77 55.0 29.70 45.8 29.12 24.2 20.97 5.8 21.56 3.9 

製品 9.76 22.6 17.51 27.0 61.20 50.8 277.66 77.3 455.87 82.7 

化学品 1.98 4.6 3.02 4.7 6.52 5.4 13.33 3.7 16.38 3.0 

機械機器 .. .. .. .. 5.15 4.3 51.62 14.4 144.08 26.1 

繊維製品 5.33 12.3 9.57 14.8 31.98 26.5 123.55 34.4 167.03 30.3 

金属品 0.36 0.8 5.58 4.6 21.98 6.1 22.07 4.0 

非金属鉱物品 0.40 0.9 0.23 0.4 1.56 1.3 7.69 2.1 10.91 2.0 

殺製品 .. .. 1.85 2.8 .. 51.49 14.3 71.63 13.0 
その他 .. .. .. .. 

」ー

.. .. 27.52 5.0 

(注) l. 1980年の金属は鉄鋼(銑鉄)のみの数字。その他も若干あるが多くない。
2. 2000年の雑製品は「家具j，['旅行用具・ハンドバッグj，['玩具及び遊戯用具j，['運動用具j，['履き物j，['プラス
チック製品j，['わら，竹，いぐさ等の製品j，['傘及び杖類」の合計。

3. 1995年の雑製品は「その他の製品」から「非金属鉱物製品」を除いたもの。
4.その他は製品輸入額から化学品，機械機器，繊維製品，金属品，非金属鉱物製品を除いた額。

(資料)r通商白書』各年版より筆者作成。

ですが， 95年から順位でいうと繊維製品，家具，

旅行用具・ハンドバッグ等，玩具・遊戯用具，

運動用具，はき物，みな2000年の時点では l位

です。またそのシェアが90年代以降， 95年，

2000年にかけてものすご、い勢いで、上がっている

ことがわかると思います。衣類などでは2000年

で78.7%，約 8割は中国からということになっ

ています。

それから機械機器ですが，ちょっとこの品目

の挙げ方がまずかったかなと思っていますが，

これも2000年時点になると中国からの輸入は 1

位が多いですね。電気機械は圧倒的に中国が優
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表4 日本の輸入に占める中国品の地位の変化

A.労働集約型製ロ関関

1980 1985 1990 1995 2000 j-_f>i: 5カ[長|

繊維製品 順位 2 l l l l 中国，韓国，イタリア，米l~]' ベトナム

シェア% 16.8 24.6 25.0 50.3 68.1 

衣類 順位 2 2 l 1 1中国，イタリア，ベトナム，米1"1.インドネシア
シェア% 15.6 23.1 36.2 66.7 78.7 

家具 順位 2 3 8 1 1中国，台湾，米国，タイ，マレーシア

シェア% 8.2 11.5 4.6 20.7 28.7 

旅行用具- 順位 ... ... 4 1 l中国，イタリア.フランス，韓1-1.米IK]
ハンドバッグ等 シェア% ... 2.2 9.6 32.9 42.0 

玩具・遊戯用具 順位 ... ... 2 l 1中国，米国，台湾，タイ，韓l五l

シェア% .. 2.4 21.8 58.0 77.1 

運動用具 順位 ... 9 6 1中国，米国，台湾，韓関，フフシス

シェア% ... 1.2 1.3 7.9 27.4 

はき物 順{立 D 4 4 1 l中国，イタリア.韓同，米t事J.インドネシア
シェア% 5.5 9.1 12.2 46.8 64.9 

B.犠械機器

1980 1985 1990 1995 2000 上位5カl玉|

ヘアドライヤー 順位 2 l 1中国，タイ，韓国，スイス，米|反l

シェア% 34.7 47.8 56.7 

電気アイロン 順位 6 1 l中国，台湾，シンガポール，フランス，

シェア% 0.0 49.9 80.7 イタリア

電気掃除機 順位 5 4 l中国，米国，韓国，台湾，マレーシア

シェア% 4.7 7.5 43.9 

カフーテレピ 順位 8 8 5 2マレーシア，中国，タイ，インドネシア，

シェア% 0.4 1.3 8.4 24.8 シンガポール

冷蔵庫 順位 3 2 2タイ，中国.韓国，インドネシア， ドイツ

シェア% 6.4 13.6 21.1 

洗I議機 順位 3 1中国，タイ，韓同，フィリピン，マレーシア

シェア% 14.8 29.2 

複写機 順位 7 l l中国，香I巷，タイ，米I司，マレーシア
シェア% 0.0 39.2 71.9 

工作機械 順i立 ... ... ... 4米国， ドイツ，スイス，中国，タイ

シzア% 0.1 0.6 2.2 4.7 

集積回路 順位 ... 7米国，台湾，韓国，マレーシア，フィリピン

シェア% 0.1 2.0 

(注)順位，シェアは金額ベース。 はなし，…は小額で、上位に入っていない。

(資料)r通商白書j(各年版)および『日本貿易月表j(各年12月)より筆者作成。

勢になってきている。一般機械の工作機械はま

だそれほどまでいっていない。 4位で4.7%。

電子部品である集積回路になると 7位で2%。

ただこれも 1年前の99年は 9位だったのです

が， 1年で2つランクを上げている。今，日本

の企業はかなり半導体の投資などをやっていま

すから，おそらくこれも数年でもっとランクを

上げてくると思います。

表5のほうですが，もう少し範囲の広い分類

の仕方でとったものです。機械機器全体で90年

の12位， 1.3%というシェアから10年間で順位

は2位，シェアは12%というふうに上がってき

ています。中でも電気機械の90年代の伸びが非

常に大きい。 2000年で15.5%というシェアにな

っています。 1T関連の話が出ましたが，ここ

でいうと実はコンピュータとその周辺機器とい

うのは日本の貿易統計の分類でいうと一般機械

の中の事務用機械に IT機器と周辺機器が入り
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ます。 2000年で3位， 10%のシェアということ

になっています。事務用機械の下にコンピュー

タがありますけれども，コンピュータは事務用

機械の内訳です。

あとは電気機械のところで 1T関連という

と，電気回路用品とか映像・音響機器・部品も

IT関連と言えると思います。通信機器もそう

です。通信機器に携帯電話などが入っています。

それから個別半導体素子，集積回路，これが電

子部品ですが，そういったところでも90年代後

半にものすごい勢いで中国からの輸入が増えて

いるということがわかると思います。これは

f通商白書Jの各論編からとっていまして， r通
商白書Jは個別品目によっては10位以内とか15
位以内というのがあるのですが，だいたいが5

位以内までが列記されていますから，数字が入

っていない90年， 95年というのは5位以内でな

かったと考えていただければいいと思います。

90年代後半にものすごい勢いで中国からの機械

機器が増えているということです。

表5 日本の機械輸入に占める中国の地位

1990 1995 2000 
順位シェア 順位シェア 順位シェア 輸入先上位5カ国

(96) (9(;) (96) 

機械機器 12 1.3 5 6.1 2 12.0 米国中国台湾韓国ドイツ

一般機械 8 3.4 3 9.1 米国台湾中国韓国マレーシア

原動機 5 1.9 米国英国 ドイツオーストラリア小[司

事務用機械 3 10.0 台湾米国中国緯国マレーシア

コンピュ}タ 3 9.5 台湾米国中国韓国マレーシア

入出力装置 3 20.5 韓国台湾中国フイリッピン タイ

金属加工機械 4 4.8 米国 ドイツスイス中国シンガポール

建設・鉱山用機械 3 10.1 米国偉圏中国インドネシア イタリア

加熱・冷却用機械 5 3.7 2 14.1 米国中国タイ ドイツ マレーシア

ポンプ・遠心分離器 2 10.1 米国中国タイ ドイツ マレーシア

荷役機械 2 17.6 米国中国ドイツ韓国英国

軸 ~ 2 22.3 米国中国タイ シンガポール ドイツ

変速機・歯車類 2 15.3 米国中国ドイツタイ韓国

電気機械 7 3.0 3 9.5 2 15.5 米国中国台湾韓国マレーシア

重電機器 4 14.6 1 35.2 1 46.1 中国米国タイ台湾マレーシア

電気回路用品 l 31.5 中国米国台湾フィリッピン タイ

カラーテレピ 2 24.0 マレーシア中国タイ インドネシア シンガポール

音響機器 5 11.4 l 26.0 1 41.8 中国マレーシア米国緯国フィリッピン

映像・音響機器部品 5 4.5 2 18.2 1 30.6 中国偉国米国マレーシアタイ

通信機器 5 6.4 5 5.2 米国スウェーデン タイ マレーシア中国

家庭用電気機器 l 37.8 中国タイ ドイツ韓国台湾

個別半導体素子 2 10.8 米国中国タイ フイリッピン韓国

集積回路 7 2.0 米国台湾緯国マレーシア フィリッピン

電気計測機器 4 2.4 米国 ドイツ英国中国フランス

輸送機械 10 1.5 3 4.3 米国 ドイツ中国フランス英国

自動車部品 4 7.5 米国ドイツ台湾中国タイ

精密機微 10 1.8 3 10.8 2 15.8 米国中国スイス韓国アイルランド

カメラ 45.2 中国米国台拷マレーシア フィリッピン

百十測機器類 4 3.9 3 6.0 米国 ドイツ中国英国スイス

コピー機(部品含む) 1 52.5 中国 f寄港米国タイ韓国

時計 5 3.8 2 17.5 2 22.9 スイス中国香港韓国台湾

(注)数値が入っていないのは5位以内に入っていないため。多くの品目は5位以内しか計上されていない。

(資料)r通商白書j各年版より筆者作成。
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その変化をもたらした要因ですが，日本企業

だけの投資ではなくて台湾，香港，韓国企業の

投資，あるいは欧米企業の投資が大きな要因に

なっています。日本企業の場合は中国へ投資し

たものを日本に持ち帰る逆輸入ということがあ

り，それが増えている。その他の外資系企業も

含めたものが日本に入ってくるというのもあり

ます。中園地場企業，現地企業の生産する製品

の競争力向上というのもあります。そういった

ものをもたらしている背景は，中国の改革・開

放以来の直接投資導入政策や輸出拡大政策とい

うものがありますし，日本側でいうと85年のプ

ラザ合意以降の円高， 93-95年の円高といった

ときに日本企業が大挙して海外投資をしたとい

うことがあります。近年では円高になってない

のですがものすごい勢いで投資が進んでいると

いうのは，コスト競争力に耐えられないという

状況になってきて，とにかくコスト削減するた

めには中国へ，また必ずしも中国だけではなく

て東南アジアにも行っているわけです。

まず対中輸入の増加と逆輸入の増加ですが，

逆輸入の額は1995年度からでないと数字がとれ

ません。これは日本の「我が国企業の海外活動

調査jという毎年経済産業省が出しているもの

に出てくるわけです。 95年度の1800億円から99

年度の 5年間で5000億円， 2.8倍の増加と大幅

に増えていることがわかります。その額を対中

製品輸入の額でどれぐらいのシェアになってい

るかというと， 95年度の 7%から99年度に

12.7%ということで，それも増えています。

これは中国側の統計ですが，日系企業を含む

外資系企業の輸出というので中国の輸出全体に

占める外資系企業の輸出ですが， 2001年に

50.1%と半分を超したということです。そのう

ちのなにがしかが日本にも来ている。日本企業

の場合でもあるし，日本企業以外の外資系企業

のものもあるということです。

委託加工もずいぶん行われているわけです

が，これも2001年で422億ドル， 90年の4倍，

中国の輸出総額の15.9%を占めています。これ

は中国側の数字しかとれませんから中国側の数

字です。日本の企業もファースト・リテーリン

グが有名ですけれども，直接投資はあまりなく

て委託加工の形態で中固から日本に持ってきて

いるということです。それは繊維だけではなく

て，電子部品もかなりあるのではないかと思い

ます。商品別の分類までは中国の統計でもあり

ません。 90年ごろまではあったのですが，その

後貿易統計の分類を変えて内訳がわからなくな

りました。行われていること自体ははっきりし

ているわけです。全体の数字もわかる。中国の

内部資料ではおそらく業種別の数字などもある

のではないかと思います。発表していないだけ

だと思います。

中国品の競争力の向上ですが，これは価格が

安いということもあるわけですが，品質の向上

も著しいということで競争力が高まった。それ

は日本の輸入に占める中国品のシェア上昇，日

本における中国品の輸入浸透度，日本の内需全

体に占める中国品がどれぐらい浸透してきてい

るかという数字をとるとわかります。外国から

の輪入品がどんどん増えているわけですが，そ

の中でも中国品の占める割合が増えているとい

うことが言えます。

日本への中国品の輸入増加の背景ですが，ま

ずlつは中国側の直接投資プル要因，輸出拡大

政策があります。改革・開放以来，優遇措置あ

るいは経済特区の設立とか導入業種規制の緩和

という積極的な直接投資導入政策をやってき

た。それが功を奏しているということです。も

うlつは，中国経済の持続的な成長，市場の拡

大ということが外国投資を呼び込んでいる。 90

年代後半に対中投資，中国経済の低迷があった

り優遇措置を廃止するというような動きが少し

あって低迷していましたが， 2000年以降また増

えはじめた。これは統計がありますので，また

あとでもう一度触れます。それからWTOに加

盟するということが99年11月の米中合意でほぼ

確実になってきた。その内容も非常に市場を開

放することになっていたことで，また外国企業

が投資を増やすようになったのですが，日本企

業の場合は後述するようにさらに別の要因があ
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ったということです。中国の輸出が伸びている

別の要因として輸出拡大政策があって，いちば

ん効果があったのが人民元の切り下げです。 80

年代以来例年1月までに6回ぐらい大きく切り

下げたことがありますが，それが寄与したとい

うことがあります。

日本側における直接投資プッシュ要因です

が， 80年代後半， 90年代前半までは円高要因が

大きかった。中国側のプル要因に加えて日本側

の円高要因が大きかったということだと思いま

す。 2000年以降，現在の対中投資がものすごい

勢いで増えているというのは， WTO加盟の要
因とか中国市場がまだ相対的には高い成長をし

ているということのほかに，コスト競争力で勝

てなくなってきており，これに対してコスト削

減を目標にした投資が増えているということで

す。 2002年の 2月に経済産業省が467事業所に

ついて調査した数字がありますが，海外移転一

工場の閉鎖とか人員削減を伴うもの，海外進出

の新規増加という 2つのもので調査しているの

ですが，その移転等の理由でコスト競争の激化

のために海外移転する，これは中国だけではな

くてその他の国も含めての海外移転ですが，そ

れが6割です。現地市場の開拓というのが2割

ですから，海外投資の理由が80年代後半とか90

年代前半と全然違ってきているというのが大き

いと思います。

対中投資の動向ですが，これは表6です。こ

表6 日本の対中国投資

(日本側統計) (中国側統計)

件数 金額 前年比% 件数 契約額 実行額
件数 金額 件数

1979 1 0.14 

80 6 0.12 6倍 ー14.3

81 9 0.26 50.0 2.2倍

82 4 0.18 -55.6 -31.8 

83 D 0.03 25.0 -83.3 ... 0.95 1.86 
84 66 1.14 13倍 38倍 138 2.03 2.25 ... 
85 118 1.00 78.8 -12.3 127 4.71 3.15 -8.0 

86 85 2.26 -28.0 2.3倍 94 2.10 2.01 -26.0 

87 101 12.26 18.8 5.4倍 113 3.01 2.20 20.2 

88 171 2.96 69.3 ー75.9 237 2.76 5.15 2.1倍

89 126 4.38 一26.3 48.0 294 4.39 3.56 24.1 

90 165 3.49 31.0 -20.3 341 4.57 5.03 16.0 

91 246 5.76 49.1 65.0 599 8.12 5.33 75.7 

92 490 10.70 2.0倍 85.8 1，805 21.78 7.10 3.0倍

93 700 16.91 42.6 58.0 3，488 29.60 13.24 93.2 

94 636 25.65 -9.1 51.7 3，018 44.40 20.75 -13.5 

95 770 44.78 21.1 74.6 2，946 75.92 31.08 一2.4
96 365 25.11 -52.6 -43.9 1，742 51.31 36.79 -40.9 

97 258 19.87 -29.3 -20.9 1.402 34.01 43.26 -19.5 

98 112 10.56 -56.6 -46.4 1，198 27.49 34.00 -14.6 

99 76 7.51 32.1 -29.5 1，167 25.91 29.73 ー2.6

2000 102 9.95 34.2 32.5 1，614 36.81 29.16 38.3 

01 102 7.52 2.4倍 87.3 2，019 54.18 43.48 25.1 

(注)1.日本側は会計年度，中国側は暦年。
2.中国側統計の1985年までの直接投資には補償貿易その他が含まれる。
3.日本側統計の1987年の金額が大きいのは l件，約10億ドルの大型投資があったため。
4.日本側統計の1995干 2000年度はIMF-IFSの四半期レートで年度に合わせて換算。

(資料)日本側は大蔵省対外直接投資統計，中国側は『対外経済貿易年鑑j， W国際貿易』など。

(単位:億ドル)
前年比(%)

実行額|契約額

2.1倍 21.01 

2.3倍 40.0 

55.4 ー36.2

43.3 

-8.3 

59.1 -30.9 

4.1 41.3 

77.7 6.0 

2.7倍 33.2 

36.2 86.5 

50.0 56.7 

71.0 49.8 

-32.4 18.4 

-33.7 17.6 

ー19.2 21.4 

-5.7 

42.1 -1 

47.2 49 
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れをご覧になっていただければわかりますが，

今まで何回か対中投資プームはありました。84，

85年とか87，88年， 92， 93， 94年，それから

現在です。現在の規模は， 2001年はまだ年度の

数字が出ていないので上期だけです。中国側の

数字でみるとわかりますね。 2001年の実行額49

億ドルというのはかなりの規模に上がってきて

いるということが言えると思います。業種的に

製造業では機械機器，なかでも電気機械，輸送

機械，一般機械というのが多い。非製造業では

商業，サービス業が多い。

最後に日本経済への影響というところです

が，去年の産業構造審議会か何かの資料があり

ました。産業空洞化シナリオと競争力回復シナ

リオという両方のシナリオがありまして，空洞

化シナリオのほうですと2010年にかけて250万

人ぐらい雇用が削減される。競争力回復シナリ

オでは57万人ぐらいですむという数字がありま

す。最近の中国投資は工場閉鎖とか人員削減を

伴うものが非常に多くなっているということで

ありまして，日本の産業競争力が回復されない

限り，たいへんな空洞化，雇用の削減というこ

とになると思います。確かに個別企業では生き

残りをかけたり，成長市場におけるビジネスチ

ャンスを求めたりで海外に工場を移すというの

は合理的な選択で当然のことと思いますが，一

国全体でいいますと新しい産業とか新しい事業

が次から次へと出てきて，そちらにスムーズに

移っていくということであればいいのですが，

どうも今の日本の状況はそれほど明るい状況で

はない。そういう中で対中投資がものすごい勢

いで進んでいる。 90年代後半に投資があまり行

われていないのに中国からの輸入がものすごい

勢いで増えてきたという状況を考えると，今の

ように大量に投資が進んでいると，何年か後に

は輸入の増加という形ではねかえってくるわけ

ですから，相当厳しい危機感をもって対応を考

える必要があると思います。最近，政府でも産

業競争力戦略会議とかいうものでそれを検討し

ておりますが，議論ばかりではなくて先ほど来

スピードということも出ていたと思いますカえ

迅速に対応していかないと非常に厳しい状況に

陥るということになると思います。

以上で私の話は終わらせていただきます。

[いまい さとし・愛知大学現代中国学部]

司会 たいへん新しい資料もたくさん提出し

ていただきまして，今日の議論のたいへんいい

材料になると思います。ありがとうございまし

た。時聞が少なかったものですから，もっとお

話になりたかったことがいろいろあったかと思

います。

最後ですが，山淳逸平先生に「地域経済協力

の課題:東アジア経済統合は可能か」と題して

お話をいただきます。かつてアジア太平洋経済

協力をどうするかということでワイズマン会議

というのが聞かれたことがありますが，日本の

代表として山津先生が選ばれました。ワイズマ

ンというのは賢い人ということです。今日は日

本でいちばん「賢い人」から最後のしめくくり

をお願いします。

(4) i地域経済協力の課題:東アジア経済統
合は可能かj

山j畢逸平

ご紹介いただきました山淳でございます。感

謝していいのか，からかわれているのかよくわ

かりませんけれども(笑)。まずお断り申し上

げたいのですが，私は専門が国際経済学であり

まして，東アジアを主な対象とした研究をして

きましたけれども，中国研究者というふうに自

分自身考えたことはございませんでした。そこ

でこの中国経済学会を発足するにあたってそれ

に入れとお誘いを受け，またこのパネル討論で

話をするようにと言われましたときに，若干障

踏いたしました。その気持ちを今まで持ち続け

ていたのですが，今朝の中兼先生のご講演を聞

いて若干安心いたしました。中兼先生はこの学

会の会長と副会長が非中国屋であると言われま

した。しかしこのお2人は非中国屋であっても

中国の中に入って分析をする，有り体にいえば



78 中国経済研究第 l巻第 l号

中を引っ掻き回すというわけなのですが，私は

もっとおとなしく中国を外からさわっていろい

ろ申し上げているというだけで，余計，中国へ

の入り具合が低いわけです。しかし，中兼先生

は多様な中国研究が最近の中国研究のポジテイ

ブな面であると評価されていたと思うので，ま

あ仲間に入れていただけるのであろうと考えま

した。

さて，本題に入ります。私は今の今井先生の

レジ、ユメのすぐあとに続いて 2枚紙のレジュメ

をつけております(本誌未収録……編集部)。

先ほどの南先生に切り返すわけではないのです

が，南先生から与えられたテーマは「地域経済

協力の課題一束アジア経済統合は可能かJとい
うことでした。これは私は問題が悪いと考えま

す。これはいわば，地域経済統合の特定のモデ

ル，日本の多くの場合にはヨーロッパの地域統

合， EUのようなものを頭においてそういうも
のが東アジアでできるかという形で問うている

わけです。こういうことをしても生産的な結果

は少しも出てこない。もちろんできないという

ことになりましょう。しかしそれにもかかわら

ず東アジアでいろいろな地域統合へ向けての動

きが出ていることは事実である。つまりニーズ

があるからであり，どのようなニーズがあるの

かということを見きわめ，ニーズに応えるため

にはどういう方向に持っていけばいいのかと，

そういう議論の仕方をするほうがず、っと生産的

であろうと思います。それはヨーロッパのよう

なタイプの地域統合ではないわけです。東アジ

アの共同体というのがたいへん流行り言葉にな

っていますが，そのへんを非常にぼやかしてあ

まりはっきりした形でなくて議論されている。

私はそれをぜひ正したいと考えて次のようなこ

とを申し上げたいと思うわけです。つまりどの

ようなニーズに対応して東アジアの地域統合が

出てきたのか，それを導くにはどういうふうに

もっていったらいいのか。そして全体として東

アジアの地域統合というのはどういうビジョン

を持つべきか。そういうことをはっきりさせる

ということが重要であろうと思います。南先生，

いかがでしょう(笑)。

まず東アジアの地域統合の高まりでありま

す。東アジアで地域統合なる言葉が出てきたの

は，やはり 1990年12月，マハティールの「東ア

ジア経済グループ (EAEG)J提案というもの
が始まりであるといってよろしいでしょう。も

っともこれはアメリカが大反対をして，日本に

「そんなのに参加するなjと手紙をよこしまし

たし，中国もまたこれに関心を示さなかった，

たいへん冷たかったわけです。そこで有り体に

いってポシャってしまった。しかしあの12年前

にマハティールが言ったということはいまだに

生きておりまして，東アジアの経済共同体など

ということを考えると，今でもやはりマハティ

ールが先に言い出したことは残るわけです。

1992年からASEANの自由貿易協定 (AF

TA)が実施されました。 ASEANそのもの

は1967年からできていますが実体のないもので

したから，それが初めて実効のある自由貿易協

定という形で発足いたしました。これは東アジ

ア地域での地域統合への第一歩であると申して

よいでしょう。これはその後カンボジア，ラオ

ス， ミャンマー，ベトナムを力日えてASEAN

10になりまして，いまだにその方向に向けて動

いているわけです。

1989年からより広域の「アジア太平洋経済協

力 (AP E C)会議Jが発足しました。 97年か
ら行動計画の実施，これはインドネシアのスハ

ルト大統領が出したボゴール宣言というので，

東アジアだけでなくアジア太平洋地域全体で，

いわば自由貿易地域を作るということを言い，

それをどうやって実現するかということで大阪

行動指針というのを日本が中心になってまと

め，その次のフィリピンがマニラ行動計画とい

う形で97年から実施いたしました。もっとも内

容的には大変乏しいものであったということが

実態であります。

この1993-96年はたいへんAPECが盛り上

がったのですが， 97年の半ばに例のアジア通貨

危機が起こりました。そしてアジア通貨危機か

らの回復過程の中で， 98年の中ごろから地域協



グローパル化時代の中国経済と日本:パートナーかライバルか 79 

力の強化のモメンタムがだんだん出てきたと申

し上げていいだろうと思います。

2国間FTA構想・研究というものがいろい

ろなところで出てきました。日本の例をとって

みれば，日韓の自由貿易協定構想などというも

のはまさに98年の秋から出てきまして，金大中

大統領が10月に日本に来たときの講演が始まり

です。そのほかシンガポール，日本，韓国，タ

イなどが活発に動いてきております。 2002年の

1月に日本とシンガポールの経済連携協定(J

S E PA)が締結され，これはアジアで初めて，

いちばん初めに東アジアの中での2国間自由貿

易協定という形でまとまったものです。

1999年のASEANサミットでは， ASEA 

Nプラス 3(日・中・韓)構想が出てきまして，

その中では東アジア貿易ブロックという言葉ま

で飛び出してきたわけです。このへんから，東

アジア共同体だという議論が出てきたわけで

す。

しかしこれは構想でありまして，実体をもっ

たものとして2000年のASEANプラス 3国の

通貨スワップ協定，これはチェンマイ合意と呼

ばれておりますが，それが成立しました。これ

は通貨面での協力を実際に行うものです。また

2002年5月に中国と ASEANの聞のFTA交

渉が始まりました。これは率直に言って中国が

ASEANをなだめるためにできたものであり

まして，自由貿易協定を10年間でやるけれども，

むしろ中国のほうがどんどん自由イヒしてASE

ANのほうは後でもいいですよ，というもので

あります。これが東アジアの地域統合の高まり，

みなさんは全部ご存じのことと思いますが，こ

ういうものとして現状があるわけです。

それではどんなニーズがあってこれが出てき

たのか，それが2番目です。それを地域モメン

タムの背景と申しております。私は基本的には

グローパル化への国民国家の対応であろうと見

ています。企業活動のグローパル化は説明する

までもありませんが，それと各国の政府の利害

とは必ずしも一致いたしません。国民国家の政

府はどうしても自分のテリトリー，ボーダーの

中で経済成長を維持しなければいけませんし，

そのためには外国の企業を誘致するだけじゃな

くて国内の企業もつなぎとめておかなければい

けない。そのためにはその内部での政策環境を

企業活動をやりやすくしていかなければならな

い。規制緩和が必要だし自由化が必要でありま

す。そういうものとしてこの地域主義が出てき

た。これをWTOでやっているのでは相当時間

がかかりますので，ひとつ隣同士で手早くやっ

てしまおうというのが基本的なアイデアであろ

うと思います。

こういった地域協力の強化は， 1990年代以降

の世界的流行であります。この種の地域協定を

結んだ場合にはWTOに通告することになって

いますが，現在WTOに通告されているのが

120協定ありまして，そのうちの88は90年以降

に出てきている。そのうちの半分， 60は96年以

降に出てきている。つまり最近の聞に非常に多

く増えてきたということがわかります。そして

これを駆り立てる動きとして，競争的自由化，

コンペティティプ・リベラリゼーションと申し

ますが，つまり地域ごとにまとまって自由化を

進める。それは地域のグループの外には適用し

ませんので，それを自分のところでやらないと

だんだん置いていかれてしまう。置いていかれ

てはたいへんだ‘というので，競ってそれをやろ

うとして入っていく。これがコンペテイテイ

ブ・リベラリゼーション。これがやはりいちば

ん大きなエンジンになっていると思います。

これに対して理論家，特にインドの経済学者

(たいへん有名な方が多いのですが)は，この

動きに対して大変批判的であります。というの

もインドは実はこういう強いグループをひとつ

も持たないからです。それから国際機関や，ど

こかの外務省の中には公式論を振りかざして反

対しておられる方がいますが，全体として現実

的なアプローチとして受容されてきているとい

うのが実態ではなかろうかと思います。

東アジアのことを考えた場合に，私は今まで

は，杜進先生もおっしゃられたように東アジア

は中国も含めてアジア危機から回復したけれど
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も，いろいろな点で弱点をもっていることがわ

かっている。はたしてアジアの危機が再発しな

いでこのままいけるかどうか，かつての奇跡的

成長に復帰できるかどうか，あそこまでいかな

くてももっと着実な成長路線に戻れるかどうか

というためにはいろんな点を改善しなければな

らない。その一環として地域協力という形，自

由化を推進し，構造欠陥を矯正していくという

ことがやはり必要である。それを共同で進めて

いくのがやはりみんなに共有されていることで

あると思います。

特徴的なことは， GATTの24条で関税・非

関税障壁撤廃するということを言っているわけ

ですが，これは今から55年前にルールができた

ものでして現実に合わない。今のFTAはもっ

と広い形でのFTA，自由貿易協定を進めると

いう形になっております。これはシンガポール

のゴー・チョクトン首相が NewAge F T Aと

呼んだものです。日本・シンガポール経済連携

協定 (JapanSingapore Economic Partners 

Agreement， J SEPA)という名前で呼んでおり
ますが，非常に幅の広い内容となっております。

関税・非関税障壁の撤廃だけでは到底全体とし

ての活性化はできないという意味であります。

2001年の11月にドーハでWTOの新ラウンド

の開始が決まりましたけれども，これに対して

先ほど申し上げたような地域主義の動きに批判

的な人たちは， ドーハの新ラウンドが始まった

のだからもう地域主義なんでいらないね，地域

主義というのはもともとWTO全体でなかなか

動かないからその地域・グループでやろうとし

ていたわけなのですが，シアトルでWTOの閣

僚会議が失敗しその後もなかなかうまくいかな

いという中では確かに説得力をもったかもしれ

ないけれども，いったんWTOの新交渉が始ま

ったらもう地域主義はおしまいだね，というの

が彼らの言い方であります。ところが現実はど

うか。それが終わっても依然として地域主義へ

の要求というか声は少しも静まらない。私はや

はりそこに地域主義のニーズ，なぜ地域主義を

求めるかというものが動いているということの

証拠だろうと思います。

それでは何を課題としなければいけないか。

そこに箇条書きにしてありますが，東アジア地

域協力の課題と方策として，まず自由化の推進

への積極的参加を激励することである。自由化

というのはなかなかむずかしいわけです。何し

ろ4人のパネリストの中のいちばん最後ですか

ら，前におっしゃったことをいろいろコメント

しながらできるというメリットがあります

(笑)。渡辺先生は先ほど，中国の躍進というの

は非常に合理的な行動であるから脅威とするに

は当たらないとおっしゃいました。これは渡辺

先生のように非常に幅の広いエコノミストにし

ては少し狭い言い方であって，現実は合理的に

説明されたからといって収まるものじゃないわ

けです。実際にはいろいろなポリテイカル・エ

コノミーというのが大変効いているわけです

し，自由化というのは理論通りだ、ったら教科書

に書いである通りほっといたって自由化するわ

けですが，ほっといたら絶対自由化など起こら

ない。それを何とかなだめすかして進めるため

にGATTができWTOができたわけですし，

同じように地域協力ということも進めていく必

要がある。

自由化と並んで円滑化であり，規制緩和であ

り，構造改革，これも自由化とまったく同じで

す。囲内にはみないわゆる抵抗勢力がある。現

状を変えては困るというところが必ず反対する

わけです。それを抑えるためにどうしたらいい

か。一つは，こういうふうに変えるとメリット

があるよというのと同時に，自分のところだけ

でやるのじゃ難しいからほかの国もみんなやっ

ていて，もうほかの国とも約束してしまったの

だから共同で進めようという，いわゆる対外的

な約束をテコにして進めるという行き方であり

ます。 GATT'WTOの自由化はそれで、すね。

構造改革でも円滑化でも規制緩和でも同じよう

に進める必要があるわけだし，理由があるわけ

です。それがl点です。

もう一つは先ほど杜進先生が中国も日本も同

じような問題を抱えている，共通点があるとお
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っしゃいました。金融の弱い問題もあるし，企

業のガパナンスの問題もある等々をあげられま

した。それからデフレ対策。まったく同じでし

て，こういう問題を個々の国が勝手に自分のと

ころだけを考えて政策を実施しますと，例えば

いい例がデフレですね。デフレを解決するのに

輸出促進をやる。輸出促進するために通貨安の

方向へ持っていこう。これはいわゆる近隣窮乏

化政策というもので，これをやるとお互いに目

茶苦茶になります。もう一度アジア通貨危機が

再燃するような形になるわけです。そういうこ

とはやらないようにしようという形にもってい

かなきゃいけない。同じように構造調整などに

とっても前向きに，他の固とも協調できるよう

な仕方にするというベスト・プラクティスを作

ることですね。それをお互いにやりあって，お

互いに激励しあい，別の言葉で言えばお互いに

干渉して，悪い方向に持っていかないようにす

るというのが，私は地域協力のひとつの役割で

あると思います。東アジアというのは，同じよ

うな問題をみな抱えているものですから，そう

いうもののベースがあると考えます。

さらに日本の将来は，みなさまこれはご同意

いただけると思いますが，もう日本の国内だけ

では到底やっていけないわけで，日本の企業は

今井先生が言われたようにみな外にでかけてい

っている。主要な行き場所というのは東アジア

でありまして，東アジアはよその国のことだか

らというわけではなくて，その東アジアの政策

環境もちゃんとした合理的なものになってくれ

なくては，日本の企業も生きてはいけないわけ

です。そうすると日本は国内の改革だけではな

くて，やはり東アジア全体の改革ということに

も目を配って共同で進めていくことが必要で、あ

ります。私はこれが地域協力の大きな課題であ

ると考えます。

金融通貨協力の強化，これは説明するまでも

ないと思います。

もう一つが，紛争処理の地域メカニズムです。

これはご存じのように中国と日本の間ではもう

WTOに入ってからまだ半年しかたっていない

のにいろんな形での紛争の種が出てまいりまし

た。農産3品目がありますし，中国側のスティ

ールのセーフガードの動きがありますし，フィ

ルムの高関税をなかなか切り下げない，これに

日本政府が抗議するということもありますし，

こういう問題を今WTOができたからWTOの

パネルに持っていけばいいとWTOの専門家は

言うわけですが，あそこに持っていったって解

決までに 1年聞かかるわけです。到底 1年間な

んて待っていられない。しかも相当多くの提訴

を抱えていて処理能力も限られているわけで

す。何とかそれを内部で処理し緩和するような，

先ほどのベスト・プラクティスをやってそれに

合わせるだけで相当摩擦の種は少なくなると思

います。そういうことをやるのが私は地域協力

であると思います。

そのためには人材育成が必要であり，いわゆ

るキャパシティ・ピlレテeイング等の広範な経済

技術協力をやるべきである。レジュメに書いて

あるJS E P A，これはまさに日本にとってこ
ういうので行こうというロールモデルになるで

あろう。これを売り込んで、いるわけですが，そ

ういう形で行くべきだろうと思います。そのた

めに私は， ASEANプラス 3のようなもので

やるといっても， A S EANプラス 3は政府間

でやっと話し合いや勉強が始まったばかりであ

り，閣僚や首脳が集まってときどき景気のいい

打ち上げ花火を上げているだけでありまして，

実体がまだないわけです。 APECはいろんな

タスクフォースを発足させてそれをやっている

ものですから，それをむしろ活用していくべき

である。APECを活用することのメリットは，

APECは東アジアだけでなくてオーストラリ

アもニュージーランドもアメリカもカナダも入

っている。そういう国もAPECを通じて首を

つっこんでくるならどうぞつっこんでいらっし

ゃいという形で彼らも参加させる。彼らの企業

だって東アジアに来ているわけですから。そう

いう形で東アジアが閉鎖的であるという批判を

排してオープンなものにしていくという姿勢を

示すことができるだろうと思います。
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結びとして日中の役割ですが，こういう東ア

ジアの地域協力を進めるうえで日中はいかなる

役割を果たすべきか。私は，日本と中国はかな

り立場が違いますし，持っているものも違うと

思います。確かに日本と中国の役割はかなり違

うが補完的である。それをお互いが認めあって，

それぞれが果たすことを通じてこの分野での日

中協力が実現するのではないか。中国はまさに

東アジアのダイナミックなエンジンである工場

と市場を提供するわけです。では日本は何を提

供するか。日本は資本を持っています。技術を

持っています。私はもう一つぜひ知恵というこ

とを付け加えたいのです。杜進さんあたりは笑

われるかもしれませんけれども，ぜ、ひ日本は経

験がいちばん豊富なのですから，それを提供し

たいものだと思います。

東アジア地域協力のビジョンを共有し，課題

と方策に合意し，相互の役割を認めあうという

形で，東アジア地域統合での日中の共同イニシ

アテイプが保たれるのではないか。それが日本

と中国が協力すべき分野ではないかと私は信じ

ております。どうもありがとうございました。

[やまざわ いっぺい・日本貿易振興会アジア経済

研究所，早稲田大学大学院アジア太平洋研究科]

司会 これで4人の先生のお話を終わること

にいたします。これから15分ほど休憩をいただ

きまして4時に再開させていただきます。フロ

アのみなさんからご質問をいただくことになり

ますので，どうぞよろしくお願いいたします。

先生方，どうもありがとうございました。

E 質疑応答

司会 お待たせいたしました。再開いたしま

す。みなさんから活発なご質問をいただくこと

になるわけですが，もしよろしければ以下のよ

うにしたいと思います。 4人の先生方のうち最

初の渡辺先生・杜進先生は，アジアおよび中国

経済の現状の話が中心になっていたかと思いま

す。最初にこのお2人の先生に対するご質問を

承って，一定時間経ちましたら，今度は中国経

済の日本への影響ということで今井先生，それ

に対する対応ということで山津先生，このお2

人の先生に対するご質問を承る，そういうこと

にさせていただきたいと思います。

どなた方からでもけっこうです。ご質問の際

はお名前と所属を是非おっしゃっていただきた

い。それではどうぞ，ご質問をちょうだいいた

します。アジアおよび中国経済の現状を中心に

したご質問，いかがでしょう。あるいはお2人

の先生がおっしゃらなかったこと，こんなこと

が重要なのじゃないかとか，そんなご指摘でも

結構です。

質問 早稲田大学の政治経済学部の本野と申

します。専攻はアジア経済史でして20世紀前半

の中国の対外経済関係史をやっている観点から

質問させていただきます。

渡辺先生と山湾先生におうかがいしたいので

すが，現在のWTOの前例のようなことは20世

紀前半にも起こっております。それは義和国直

後にイギリスが清朝政府と結んだ条約でして，

そこに出てくるのは何かというと在華外国企業

が中国企業との聞で結んだ契約の保証，つまり

契約を行っていた相手方が倒産してしまった場

合，これはご存じのとおり治外法権が通じてい

る租界の外に逃げてしまえばイギリスの法律な

んていうのはまったく通用しません。また相手

方が破産してしまった場合の破産処理の方法を

どうするのかという問題。逆に今度は治外法権

を利用して偽装イギリス企業，外国企業を作っ

て中国政府の方からの税制をごまかそうとした

り，あるいは中国人同士の聞の債権債務紛争を

治外法権を利用して逃げるという人間の処理の

仕方に困るということがずっと出てくるので

す。そういう人間の問題をどう処理しているか

という資料を読んでおりますと，出てくるのは

実は現在ただ今起こっている問題とまるっきり

同じでありまして，会社登記問題，合弁事業の

際の資産保護，破産法の問題，商標登記の問題

や特許法の問題等々が山積みで出てきます。こ

れがロンドンや台北にある未公開文書の公文書
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館の中に山積みされています。これはいったい

どういうふうに解決されていったのかというこ

とが今のところ私の研究課題なのですが，こう

いう問題がなぜ起こってくるかということをア

メリカのローレン・プラントという経済史学者

の研究論文を読んでみると，畢寛，これは中国

の生産要素市場，つまり土地や資本や労働慣行

のあり方が資本主義諸国のそれとまるっきり違

うからだというふうに書いであります。これは

私だけではなく歴史学者も全員同じ意見でし

て，その起源をさかのぼると明代までさかのぼ

ります。

こういう問題を今日のパネリストの方はどの

ように考えてらっしゃるのかということを期待

して聞きにきたのですが，どなたもおっしゃっ

てなくて，最後の山津先生のWTOのところに

だけちょっと近いなということを聞いて，やは

り同じような意見を考えている人はいらっしゃ

るのかなとは思っています。これからいろんな

形で中国の経済に対して脅威論を煽る人が出て

くる理由は何かというと，この土地や資本や労

働慣行があまりにも違うから，そこに中国に得

体の知れない恐怖感を感じているのじゃないか

というのが歴史学者としての私の意見ですが，

この点をどのようにお考えでしょうか。それが

私のお聞きしたいことです。

司会引き続いてどなたか承ります。

質問 私は大分大学の醇進軍と申します。渡

辺先生の講演に対して2つ質問があります。 l

つは，中国脅威論とか崩壊論に対してです。こ

れには対立している議論があります。最近アメ

リカではロウスキー先生が，中国の統計には

「水増し」問題があるので，経済成長率は実際

には高くはないという主張をしており，それに

もとづいて中国の経済はそんなに強くないとい

う議論が出てきています。これに対して渡辺先

生はどう考えていますか。

もう 1つの質問は，今日午前の中兼先生の講

演にも関連しますが，大胆な発想あるいは仮説

を提起していきたいという点は私も大賛成で

す。例えばこれに関してアジア経済発展の形と

して雁行形態モデルが非常に流行しています

が，これから日本経済の不景気，中国の台頭に

よってアジア経済に起こるモデルをどう考えて

いますか。

質問 福山大学の大久保と申します。渡辺先

生と社進先生におうかがいします。渡辺先生は

都市の失業者と農村余剰労働力の問題解決なし

に中国経済大国は実現しないと言われたかと思

います。杜進先生のペーパーには，失業の増加

など構造調整のコストが目立ち，中国経済にと

って厳しい時期になるであろうとお書きになっ

ておられます。特に農村の余剰労働力の問題の

解決というのはかなり長期を要するのではない

かと思いますが，失業の問題，農村余剰労働力

の問題で解決といった場合にどのくらいの期間

のことを考えて言っておられるか，またどのく

らいかかるだろうかという点について教えてい

ただきたい。

質問 筑波大学の唐成と申します。前の質問

者も言われましたが，いわゆる脅威論の問題で

す。渡辺先生がおっしゃったように，確かに中

国の経済成長は一種の「外資依存型」とみなさ

れる側面があると思います。また，それを裏返

せば，中国はある意味では「輸出依存型」とも

とれます。中国の現在の輸出依存度(輸出額/

GD P)はドルベースで見ると約30%で， WT  

O加盟後にはさらに輸出は増加していくと思わ

れます。山津先生もおっしゃったように，中国

と日本との貿易構造は互いに補完的な関係にあ

り，それは今後もしばらくは続くと思われます。

他方，中国と東南アジア諸国との貿易関係は，

必ずしもそのようなに補完関係にあるのではな

く，むしろ競合的な側面が強いと考えられます。

また，今後東南アジアの日系企業の中国シフト，

中国製品の大幅な輸出拡大が予想されます。私

はそのような意味において，東南アジアの国々

にとって今後の中国経済の成長は，両者の聞に

「脅威的な競合関係を生み出すjと考えており

ます。その点について渡辺先生のご意見を伺い

たいと思います。

質問 立石と申します。福岡の西南学院大学
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からまいりました。杜進さんのお話からのヒン

トなのですが，中国は今たいへんな不況下にあ

るという仮説ですね。身を乗りだして聞いてい

たのですが，私と同じことを考えられていられ

ると思いました。問題は中国経済が不況なのに

なぜあれだけ元気なのかということです。それ

は経営者であっても，国営企業であっても民営

企業でもあってもそうです。政府の役人もそう

ですね。学生だともっと元気です。これはもし

かしたら社会学的な，あるいは心理学的な要素

を含めて考えなければいけないのかということ

です。

自然成長率という問題をいただきました。た

いへん興味のある問題です。ここでも 7%とい

う経済成長率，統計数字にやや疑問を抱かれて

いる方がいろいろおられますね。私は 7%がぴ

ったり正しいかどうかは別として，使えると思

っています。少なくとも連続的に見れば中国の

統計数字は，少なくとも連続的に見れば使える

と。イ吏えないとえらいことになってしまうので

すが。そのことについて渡辺先生からも一言お

聞きしたい。たいへんな不況期にあるのに元気

なのはなぜ、か。元気のように見えるのかもしれ

ませんが。それと統計数字は使えるかという 2

つの問題について，よろしくお願いします。

質問小測と申します。私は40年ほど国際ビ

ジネス等に携わって参りまして，現在早稲田大

学の大学院で勉強している者です。経済人とし

て，特に渡辺先生にお伺いしたいと思います。

私はいろいろな方々に対して企業の戦略につい

て伺って参りました。もちろん中国にも相当投

資をして参りました。ここで端的に渡辺先生に，

大変恐縮な表現ですが，もし渡辺先生が社長あ

るいは海外本部長でしたら，どの様な戦略をと

られるかとお聞きしたいのです。どのような視

点でも結構ですが，できれば中国における企業

戦略をいかに立てるかという点についてご質問

したい。

更にお願いです。本日，日本の産業人も多数

出席しておられるようですが，我々のような産

業人にとって実務と実践に役立つようなご指導

も中国経済学会から頂きたく，特に理事の皆さ

んにお願いします。

司会 ありがとうございました。まだおられ

ますか。ではこれで最後ということで，どう

ぞ。

質問 私は法政大学経済研究科の博士後期で

勉強しています郭福敏と申します。研究テーマ

は金融についての日中比較研究です。先生たち

のご講演を聞いていて本当にいい勉強になりま

した。そこで今井先生の講演に対して質問させ

ていただきます。

先生のレジュメでは，日本経済への影響につ

いて，対中投資の増大によって工場閉鎖，人員

削減を伴うものが以前と比べて多くなっている

と書かれていますが，それは表6の資料によっ

てはちょっと説明しにくいと思います。この表

6からみれば2000年から中国に対する投資総額

はそんなに多く増えておらず，特に01年の総額

は92年から98年までと比べて著しく減少してい

ます。それは増大とは言えないと思います。そ

して近年の日本の失業率は，戦後史上最高にな

っていますが，それは中国に対する投資増加な

どによって説明できないと思います。中国との

貿易や経済交流が日本経済に与えた影響につい

ては，そのような説明では不十分，あるいは不

適当と思っていますがいかがでしょうか。

また杜進先生には，ご報告の中でふれた近年

のデフレと投資不足の悪循環についてもう少し

詳しく説明していただけませんか。

司会 ひとまずここで切らせていただきま

す。最初に渡辺先生と杜進先生に対するご質問

をお願いしたのですが，今井先生と山津先生に

関連する質問もございます。最初に渡辺先生，

杜進先生に回答をお願いしたいと思いますが，

少し整理いたします。

1つは，渡辺先生には雇用の問題をぜひ答え

ていただきたいと思います。都市の失業と農村

の過剰労働力の問題ですね。これは大久保さん

のご質問。筑波大学の唐さん，輸出依存型経済

のご、質問だ‘ったと思いますが，これは杜進先生

にお願いいたします。
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もう 1つは，立石先生のご質問で，今は不況

だけど元気があるじゃないかという点について

やはり杜進先生，お願いします。醇先生，立石

先生から，最近ロウスキーが提起している，中

国の成長率は怪しいじゃないかという話です

が，これについてはどちらでもよろしいです。

小測さんから渡辺先生に中国の企業経営のあり

方についてのご質問がございました。

最後の郭さん，これは今井先生へのご質問で

すので，あとで答えていただくことにいたしま

す。

最初の早稲田大学の本野先生， WTOの問題

に関連したものですが，これもあとで山津先生

からお話しいただくということにいたします。

ではまず渡辺先生からどうぞ。

渡辺本野さんの御主張は，要素市場のあり

方が中国とそれ以外では違う。要素市場のあり

方が違えば経済的な行動文法も違ってくる。中

国は不可思議な経済で，それゆえ中国には何か

わからない閣のようなものがあってそれが大固

化しているがゆえに周辺に強い脅威感を与えて

いるというストーリーだと承りました。確かに

言われてみると中国脅威論を主張する者の胸の

内にはそういうようなものがあるだろうと私も

思います。

清末期のことをおっしゃいましたが，清末期

の中国農村のあり方についてはウィリアム・ス

キナーの研究がありますね。 15から20ほどの自

然村が結びついていて定期市閏が作られ，その

定期市圏の中では生産要素の移動は実に自由で

有機的で，つまりそこには 1つの有力なマーケ

ットが存在していた。このマーケットはそれぞ

れが自己完結的であって，マーケット相互聞の

関連はまことに弱い。スキナーはこのマーケッ

トを標準的市場圏と呼んだわけです。市場圏内

部では有機的なマーケットができていたけれど

も，この市場圏を超える経済的な接触は非常に

少ない，というわけです。

その後の中国は辛亥革命を経て清国が滅亡

し，群雄割拠期が続き，国共内戦期を経て毛沢

東の時代が始まり人民公社ができ，つまりスキ

ナーが分析したのとほとんど同じような非市場

的な経済が，つい先だってまでつづいていたわ

けですね。部小平の時代に入って市場経済化

の動きが始まり，現在に至るその速度には注目

すべきものがあります。しかし逆にいえば，中

国の市場経済化の動きは20年ちょっとの歴史し

かもっていない。その20年の歴史の後に，なん

とWTOに加盟して非関税障壁も引き下げ，外

国企業を全産業分野に開放するという試みに出

ている。これは中国の市場経済の「身の丈Jを
超える試みであり，この急進主義は，失敗の危

険性をもっと考えた方がいいと私は思っていま

す。

雇用の問題についての質問がありました。私

は中国のWTO加盟は中国の経済発展を長期的

には利するものだと思っています。 WTO加盟

とは要するに中国がグローパルなメガコンペテ

イションの波に投げ込まれることですから，こ

れにより非効率的な経済単位は淘汰される。固

有企業，特に地方政府傘下の固有企業とか農業

などですね。これらは非常に強い打撃を受ける

はずです。そういう非効率的な生産単位で用い

られてきた生産要素，資本や労働力や土地が，

より効率的な分野にシフトしていくわけです。

これが経済学で言うところの資源再配分です

が，この再配分により経済全体として生産性が

上がって中国が経済大固化に向けて歩を進める

というシナリオはあり得ましょう。

そういう意味では，山津先生がおっしゃった

ような規制緩和とか自由化とかが，長期的には

中国を利することでしょう。しかし問題はその

長期的な成果を手にするまでの短期のコストに

中国がどのくらい耐えられるか。これこそが問

うべきテーマだと私は考えます。最大の問題は

やはり雇用です。

都市の固有企業のリストラクチャーによって

発生する失業者の話が先ほど出ましたが，農村

がさらに大きな問題です。中国の農業は小規模

農業です。土地集約的な農業が競争力を持たな

いことははっきりしている。この小規模農業が

アメリカやヨーロッパのアグリ・ビジネスとの
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競争にさらされるわけですから，非常に強い圧

力を受けざるを得ない。いろんな推計がありま

すが，ほぼ5億人いる農業就業者のうち l億

6000万人ほどがすでに潜在的な余剰労働力であ

り， 5年後にはこの上に2000万人くらい加わる

可能性がある。潜在労働力が顕在化してくる可

能性がある。それに戸籍制度がかなり緩んでお

り，内陸部と沿海部とを結ぶインフラストラク

チャーもできて，農村からかなり自由に人々が

都市へ出てくる。その労働供給圧力に中国はど

う対応するか。成長率7%を2020年まで続ける

と中国政府はいっていますが，これはおそらく

は政治的数字でありましょう。それを続けなけ

ればこの雇用吸収ができないという意味での政

治的主張なのでしょうね。

もう 1つ，企業経営のあり方，あなたが社長

なら何をするかという質問がありました。私が

社長になる可能性は絶対ありませんので答えな

くてもいいのかも知れませんが，あえていいま

すと，社長であれば次のことはやろうと思いま

す。配下に，中国が高成長でビジネスチャンス

も非常に豊富な国であると考える人を10人集め

てチームを作るようなことはしない。中国の将

来に非常に懐疑的な考え方をもっ5人と明るい

展望を持つ5人の計10人でチームを作らせて社

長に進言をさせようと思います。最近の中国脅

威論の重要なプレイヤーはジャーナリズムです

が，同時に財界のトップは非常に強い，度の過

ぎたフイーパー的な中国感覚をもっています

ね。フイーパ一気分であれば，リスクではなく

リターンの方にばかり目がいってしまいます。

リターンの背後に必ずや存在しているであろう

リスクの方を彼らはどうも見ていない。社長に

はなれませんけれども，万が一なったらそんな

混成チームを作りたいと思っています。

杜 まず私が提起した，中国経済はたいへん

な不況期にあるという仮説についてもう少し説

明させていただきます。私は絶対水準ではなく

相対的な尺度を強調しています。それは中国が

有する諸資源と技術がフルに利用される場合，

だいたいどれぐらいの経済成長が達成できるか

という潜在成長率との比較において現実の成長

率の達成の度合いを評価するものです。潜在成

長率はもっぱら供給側の諸要因によって決まり

ます。現在の中国の潜在成長率の水準について

いろんな見方がありますが，中国政府も学者も

90年代を通じて中国の潜在成長率は 9%前後と

見ているようです。この数字は中国の経験によ

って支持されているように思われます。すなわ

ち，経済成長率が9%を超えるとインフレが激

しくなりますが， 9 %を下回ると物価の下落と

失業問題の深刻化が見られます。潜在成長率を

真剣に計測した学者もいまして，たとえば中国

社会科学院経済研究所の左大培研究員の推測は

9%という結果を得ています。もし統計数字が

信頼できるという前提に立つならば，ここ数年

の中国の現実の成長率は 9%に達していない。

すなわち中国がもっ生産資源を十分に利用して

いないということになります。現実問題として

はここ数年物価の下落が続いており，失業率に

ついては，いくつかの計測によれば，出稼ぎの

農民の失業者も含めて10%近くに達していると

いうことになります。

投資の問題について先ほど法政大学の郭さん

から質問がありました。中国の投資の伸び率は

大きな波動を見せています。ここ数年中国のマ

クロ経済指標の推移を見てみますと， 1つの大

きな特徴があります。それは外需と国内投資の

伸び率が相反する動きを示しており，外需の伸

び率が鈍くなれば圏内投資の伸び率は必ず上が

るということです。政府は投資需要を管理する

ことによって経済成長率を維持しようとしてい

ることが見て取れます。問題は投資の中身です

が，民間投資の伸び率が低く，投資の拡大は主

として固有部門の投資，特に長期国債の発行に

よる投資プロジェクトに頼っています。インフ

ラを中心とする公共投資が景気を下支えすると

いう構図です。しかし，公共投資の拡大はさま

ざまな問題を伴います。投資効率性の低下の問

題や民間投資との競合の問題などいろいろあり

ます。しかし最大の問題は財政負担の問題であ

り，財政の負担による公共投資はいつまで持続
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できるかという問題です。日本と同様に中国に

おいても財政による公共投資の拡大に対してさ

まざまな批判があります。しかし，問題は財政

の支えがなければ，中国の投資需要はどうなる

かということです。民間投資の力強い伸びがな

ければ公共投資を縮小するわけにはいかないと

いうことです。

財政政策に代わって金融政策をもって景気を

支えることも考えられます。しかし，中国では

金融経和の効果が顕著に現れていません。近年

の金融統計の数字を見てみますと非常におもし

ろいことがわかります。特に2002年に入ってか

らは主要銀行の財務統計が公表されるようにな

りました。たとえば，工商銀行はここ数年の資

産負債表をある新聞で完全に公表したのです。

それを見ますと銀行の業務内容と不良資産の推

移が分かります。不良債権の評価額は国際基準

によるものと中国圏内独自の基準によるものの

両方を併記しています。私が特に注目している

のは次の現象です。それは，中国の銀行の貸出

総額は近年ほとんど増えておらず，年によって

はむしろ縮小しているのです。貸出が極めて慎

重になった結果，ここ 2年不良資産の総額は増

加していないか微増に止まっています。貸出の

内訳を見てみますと，増加傾向にある主な項目

は個人住宅ローンですね。企業に対する融資の

残高はむしろ減少しています。一方，多くの企

業の場合は投資しようと思っても銀行から融資

を受けることがきわめて困難になってきていま

す。銀行のこのような行動パターンの変化はマ

クロ経済の指標にも一部反映されています。近

年銀行の預金総額は高い伸び率で推移していま

すが，貸出総額はあまり伸びておらず，多くの

資金が利用されないまま銀行にたまっていま

す。この部分の資金を有効に使うために政府は

国債を発行し，銀行の余剰資金を吸収して公共

投資を行うという状況です。このような資金利

用の仕方と投資の仕方は市場メカニズムを基礎

とするものではありません。この現状をどう変

えればよいかは重要な政策研究の課題となって

いるように思います。特に銀行の貸出が伸びな

いというクレジット・クランチ現象は構造的な

問題であり，銀行に対して「大胆に融資せよJ
と呼びかけるだけでは解決できない問題です。

中国の現状を考えれば，金融規律の強化はマク

ロ経済の構造改革にとってきわめて重要な意味

をもっています。これによって生じる信用の萎

縮は，財政支出の拡大によって補うしかありま

せん。このようなポリシー・ミックスは今後し

ばらく続くことが予想されます。

立石さんのお話にありますように，中国政府

は努めて経済成長の明るい見通しを示そうとし

ています。私はこの姿勢がそれなりの合理性を

もっているように思います。現代の社会の大き

な特徴のひとつは，民間の消費と投資が将来に

関する見方によって左右されることです。将来

は明るいということを信ずる人が多ければ多い

ほど，消費と投資が増え経済が元気になる。一

種の「期待の自己実現のメカニズム」が機能す

るのです。中国政府はこの面において非常に賢

いと思います。中国経済についての明るい見通

しを植えつけることができれば，外資の大規模

な進出が持続し，景気は実際に拡大の方向に動

くのです。ただし， r期待の自己実現のメカニ
ズムjがマイナスの方向に機能する可能性も十

分考えられます。デフレ・スパイラルはひとつ

の良い事例です。さらに，中国の証券市場の将

来性についての投資者の信認が大きく動揺する

事態になれば，株価が急落するでしょう。これ

によって金融不安が広がり，消費と投資が萎縮

する可能性も十分考えられます。

最後に， トーマス・ロウスキー教授が提起し

た中国の統計の信恵性の問題について一言述べ

ておきます。ロウスキー教授の論文は中国でも

広く読まれており，この問題について多くの議

論が出てきています。北京航空大学の任若恩教

授は最近研究論文を発表し，ロウスキーの推計

方法に誤りがあると主張しています。国家統計

局の研究チームも中国の統計の信愚性について

いくつかの論文を発表しています。統計システ

ムの整備と質の向上に世界銀行が果たす役割が

特に強調されています。国民所得の勘定システ
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ム(新SNA)の導入，資本価格のインデック

スの作成，在庫についての統計などの問題につ

いて中国国家統計局と世界銀行の専門家の聞の

やり取りが紹介されています。具体的な議論に

ついては触れないことにしますが，私の理解に

よれば，中国側のロウスキー教授に対する最も

有力な反論は，教授が指摘した問題は確かに存

在していますが，このような統計システムの欠

陥は現在急に出てきたものではなく，過去にお

いても同じ問題が存在していた。したがって，

傾向で見れば，すなわち成長率でみれば中国の

統計はおかしくありません。おかしいと言うな

ら，過去も現在もそのおかしさは変わっていな

い(笑)ということです。

司会 どうもありがとうございました。だい

ぶ時聞がなくなってしまいましたが，今井先生

と山津先生を中心にしてご質問を追加していた

だきたいと思います。

質問 UFJ総合研究所調査部の鈴木です。普

段は中華圏の経済予測と，最近は中国政府の対

外経済戦略を研究しております。

質問は山淳先生にですが，先生のレジュメの

2ページ， AFTAプラス 3のところでアジア

の自由貿易協定の議論が「やや形式的」という

コメントがあったと思います。一方，そういう

中で，中国政府は2001年の11月にASEANと

の自由貿易協定を検討していくということを発

表しました。それは，中国政府側からすれば，

日本が同じ時期に発表してくるだろうと見込ん

でいたところ，逆にいうと肩透かしで中国のほ

うが先走ってしまったというのが現実だと，私

は中国政府の方から聞いています。そのときに

感じたのは，確かに日本がこれまでアジアの地

域協力の中でいろんな知恵を出してきたわけで

すけれども，実際の実行ということ，それを世

界にどうアピールするかということにおいて，

どうも2001年11月の時点で中国が日本を抜いた

のではないかと思うのです。このあたりについ

てコメントをいただければと思います。杜進先

生が先ほどいわれた中国政府のうまさというと

ころに結びっくと思うのですが，そのあたりの

評価をしていただけると，これはたぶん将来の

日本の世界でのプレゼンというところにかかわ

ってくると思いますので，もう少し深く掘り下

げたところでコメントいただければと思いま

す。

質問 慶謄義塾大学環境情報学部の真鍋と申

します。学部のまだ4年ですので知識も少ない

中ですけれども質問させていただきたいと思い

ます。

今井先生に質問です。中国経済の強さという

のは本当に単純に言うとやはり外需の強さだと

思うのですけれど，その背景にあるのは単純に

考えれば価格競争力で，さらにその背後にある

のが渡辺先生のおっしゃった余剰労働力だと思

います。ただここで私が疑問に感じるのは，南

先生の本を読んで簡単な中国の輸出入関数を推

計したことがあるのですが，統計的な問題もあ

るのだろうと思われますが，どうしても価格に

弾力的ではありませんでした。今井先生の話に

もあったとおり，円安の中でも対中直接投資が

伸びているということで，これらから価格弾力

的ではない対外経済関係というのが見てとれる

ように思います。では中国経済の強さというの

はどこにあるのか。 1つは，製品の質だと思い

ますがはたしてどうなのでしょうか。

また価格に関して少し山淳先生のお話と重複

しますが，人民元レートを今後5年， 10年とい

う期間で見るのがひとつのポイントですが，そ

の期間で見た人民元レートの動向，方向性みた

いなものがあればぜ、ひお聞かせください。お願

いします。

質問 愛知大学経済学部の李春利と申しま

す。 2つ質問させていただきたいと思います。

1つは山浮先生に対する質問です。自由貿易

協定 (FT A)関連の話ですが，山j率先生は最
後にやはり日中が協力してイニシアテイブを取

るべきだというご結論でした。 FTAの流れを

見ますと，日本はまずASEANとFTAを結

ぶ，韓国とも共同研究を始める，さらにアジア

の拡大版でオーストラリア，ニュージーランド

も入れたいという考え方で進めてきています
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ね。一方，中国の場合はいまASEANと交渉

を始めています。日本と中国との聞にFTAを

という話は全然出てきませんね。

FTAの基本的な考えは，私なりに理解すれ

ば「足し算」と「掛け算Jの効果を期待してい
るのではないかと思います。少し説明するなら

ば，要するに地域統合というのは， 1つの国だ

けではなくて，同じ地域にある国々が，お互い

に関税を引き下げるなり撤廃するなり連携を強

めていくという「足し算Jを通じて，経済・貿
易の活性化という「掛け算」的な相乗効果を期

待しているわけです。日中間と FTAの流れを

見れば，それは足し算どころか，むしろ円|き

算j的な考え方で進めているのですね。日本は

中国抜きで次から次へとアジアの国々と交渉を

始めています。日中間の話は一回も出てきてい

ませんね。日本側からすれば，中国を差しヲ|い

たアジア，中国側からすれば，日本を除いたA

SEANといった構図ですね。

個人的な意見としては日中が共同でアジアで

何か音頭をとってやるよりは，中国には中華思

想があり，日本には戦争体験というネガテイブ

な履歴効果があるので，むしろ韓国やシンガポ

ールあたりで音頭をとってもらったほうが，全

体的に話を進めやすいのではないかという気が

いたします。要するに，日中経済競争の延長線

でFTAをとらえるべきではない，それはむし

ろFTAの理念に矛盾しているというのがひと

つの考えですが，それに対してどういったお考

えをお持ちでしょうか。

もう lつ，渡辺先生のプロダクト・サイクル

の議論に関連する話です。ご存知のとおり，最

近は産業空洞化の話がたくさん出てきていま

す。そこでこのプロダクト・サイクル論との関

連でいえば，実は最近，成熟期の議論が少し細

かくなってきて，成熟期の中には「成熟前期J
と「成熟後期」に分けるという説があります。

「成熟前期」に入れば海外直接投資が増える。

国内で生産するよりは海外シフトが加速する。

一方， r成熟後期」に入れば外資の受け入れが
始まる，対内直接投資が増えていく。アメリカ

はその典型例です。しかし米国流の産業空調化

は，家電などの個別分野に限定されており，日

本のように産業全体が空洞化していくといった

ような話はなかったのですね。囲内の雇用もと

くに顕著に減っていません。だから成熟期を前

期と後期に分けて見た場合，日本はちょうど成

熟前期から成熟後期に差しかかっているところ

なので，産業空洞化の議論が出てくるわけです。

それは裏を返せば，対日直接投資が少ないこと

にも起因しているわけで，別に中国脅威論だけ

ではないというふうにもとらえることができま

す。それについてのご意見を伺いたいと存じま

す。

司会実は4時40分に終わることになってお

りまして，たいへん時間的にオーバーしている

のですが，今，手を挙げられた方がおられまし

たね。これで最後にさせていただきます。

質問 私は国分寺市民です。毎年中国に遊び

に行っているのですが，行く時はたいてい日本

から進出した会社の社長も合流します。去年の

ことですがその社長が言うには，所得税につい

て今までは中国で稼いだ分を払っていたらしい

ですが，去年あたりから突然日本と中国と合わ

せた金額の所得税を払えということで今交渉中

で大変なのだということでした。これを払うよ

うになったら 3億円ぐらいかかっちゃうという

ような話を聞きました。中国の場合は固有なの

で固との交渉になって，一企業の社長が固と交

渉するということはえらくたいへんだと。今年

(2002年)行きましたら，たまたまその方が忙

しくて来られなかったのでその後の話は聞いて

いないのですが，何かそのような時に，日本政

府は企業に替わって中国と交渉してやればいい

なと感じたのですが，そのへんどうなのでしょ

うか。

質問 上海国際問題研究所の鐘です。私は一

橋大学に在籍して以来山淳先生から御指導をい

ただいております。先ほど李さんの話とからん

でもう一言付け加えたいのですが，中国の囲内

で2001年末ごろ中国は， ASEANと自由貿易

をやりましようという提案をしました。つい最
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近私は何回も中国圏内で経済貿易部の座談会に

出席したのですが，実はねらいは東アジア地域

で中国と日本，さらに言えば韓国を入れてもい

いですが，日中間の貿易関係を緊密にしないと

どうしても東アジアの貿易自由化を前に進める

のは無理ですと発言してきました。しかし中日

関係は歴史・政治がからんでなかなか進めず，

ですから先にASEANを先行したのだと思い

ます。そこで日中関係の推進者としてASEA

Nにまかせられるかについて山湾先生にうかが

いたいと思います。

司会 ありがとうございます。すべて大変良

いご質問なのですが，時間のこともありまして

十分に答えていただくということはどうもでき

ません。多少取捨選択されてけっこうです。今

井先生と山湾先生にお願いします。今井先生，

特に輸出関数を計測したら価格弾力性がそんな

に大きく出ないという，学部の学生の方ですけ

れど，大変よい指摘です。まずそのあたりお願

いします。

今井 価格があまり反映しないというのは，

中国の人件費の水準がずっとほとんど変わって

いないということが大きいという気がします。

特に90年代後半，先ほど杜進先生の話にあった

ようにデフレの状況になっていたこともあり，

ほとんど人件費が大きく変わっていないと思い

ます。ひょっとしたら1980年代半ばからずっと

変わっていないという話を聞いたこともありま

す。参考までに中国のいろんな品目の単価の比

較をしてみました。中国製品は品目にもよりま

すが，電気アイロンでは中国は1273円， 2番目

の台湾が'2203円と圧倒的に安い。工作機械など

はどうしてこうなるかと思うぐらいですが，中

国から入ってくる量はものすごく多いのですけ

れども平均すると 2万円。 2-3千円の工作機械

もあることになっています。これは『日本貿易

月表』に出てくるものです。ほかの国ではたと

えばタイだと 1台405万円ということですから，

それと比べると 2万円というのはちょっとおか

しいですが，特殊な工作機械なのかもしれませ

ん。中国が強い放電加工機ですとほかの固とあ

まり変わらない。集積回路も中国は特別安いで

すね。韓国が306円，マレーシアが154円に対し

て中国は88円。そういう価格の安さに加えて品

質が非常に向上しているということで競争力が

強いということです。

日本経済への影響のところで投資の話で，数

字を見てそうならないという話でした。表6は，

先ほども話しましたけれども2001年は日本は上

期だけです。前年の上期と2001年度の上期の比

較です。だから金額ベースで87.3%，件数で2.4

倍。 2.4倍というのは相当多いはずですし，金

額で87.3%伸びているというのもずいぶん大き

い。金額のほうで7.52億ドルというのは半年分

の数字ですから，そんなに多くないじゃないか

と思われるかもしれませんが，むしろ2000年の

数字に2.4倍とか87%掛けたらわかると思いま

す。

失業率の話ですが，経済産業省の2月の調査

の紹介をしましたが，これは中国向けの投資だ

けじゃなくて海外投資です。ただし海外移転先

の全体の46%は中国ですから，中国への投資は

影響が非常に大きいということがわかります。

それによって生産の海外移転に伴う生産削減

額，これは過去2年と将来1年， 2000-2002年

の3年分ですが，生産で減るのは9000億円，新

規進出で減るのは l兆3000億円，合計2兆2000

億円。下請等を含めると約4兆円という数字が

出ていますし，雇用についても約l万6000人減

るということです。ただしこの数字は中国だけ

に関する影響ではありません。

人民元のことを一言だけ述べておきます。中

長期的にどうなるかということですが，中国は

人民元のレートを基本的に安定させるというこ

とですが，変動幅が非常に少ないのですね。そ

ういうことで実質的なドル・ペツグじゃないか

ということまで言われていますが，将来的にそ

の幅を若干増やしていくということ，中長期的

にもそんな感じだと思います。

山遺答えるべきものが沢山ありますが，ど

れかに絞って回答するようにというご指示です

から，私は lつに絞りたいと思います。私に対
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して最後のほうでいただいた3人の方の質問は

いずれも，私が日中で共同してイニシアテイブ

をとれとそんなカッコのいいことを言っている

けれども，本当にそううまくいくのか，現実は

ずいぶんそれとは違うじゃないかということだ

ろうと思います。

私はここで 2つの問題を分けたいと思いま

す。それは東アジアの経済協力がどうあるべき

かという，いわばビジョンの議論，ないしは経

済合理性の議論。それと戦略論，どうやってそ

れを組み合わせていくかという議論。ご質問は

いずれも戦略論のほうにかなり偏って議論をな

さっておられると思います。

このASEANプラス 3というのはいろんな

組み合わせが提案されております。 ASEAN

のほうは lつにまとまっているけれども，中身

はずいぶん違いますよね。ゴー・チョクトンと

マハティールの言っていることはずいぶん違う

し，それはASEAN内部としておいても，あ

とはASEANと中国， ASEANと韓国， A

SEANと日本，それから中国と韓国と日本，

いずれもいろんな組み合わせで提案だけはたく

さん出てきています。そしていろんな会議の折

に，集まると自分たちだけで一応グループ構想

という感じで出てきている。ちゃんとまじめに

フォローしていくのがぽかぽかしくなるくらい

にいろんなものが出てきている。

ごく最近のファー・イースタン・エコノミッ

ク・レビューでは， ASEAN・中国というの

は何かというと，中国が日本を追い落とす，日

本の影響力を除くためにASEANに接近して

いるのだという言い方もあります。また逆に日

本・ ASEANというのは中国の脅威に日本と

ASEANで対抗すると，いろいろな議論がお

そらくできるだろうと思います。しかし私は，

それがあることは事実ですけれども，それがあ

るから日中共同では無理だということではなく

て，やはり経済合理性というのは，東アジア全

体として私が先ほど申し上げたような東アジア

のニーズに応えるような地域協力を作っていく

ことであり，その方向に導いていくことが重要

であると思います。今申し上げたような身勝手

な戦略論をできるだけ整理して，こちらの方向

がいいということに導いていく。だからどうや

って導くかということが，重要だというふうに

申し上げたわけです。

司会 ありがとうございました。司会者の不

手際で質疑の時聞が大幅に不足してしまいまし

た。議論がちょうど佳境に入るところで，これ

から面白くなるところで終わるのはたいへん申

し訳ありません。しかし杜進先生によると，

「あまり深く考えるとだめだよ，簡単に考えな

さいJということですので，議論もこのへんで
止めたほうがいしミかなと思います(笑)。

ご静聴，たいへんありがとうございました。

学会としては今後もこうした企画を立て，大勢

の皆様方と議論する場を設けたいと思っており

ます。その節はまたご協力よろしくお願いいた

します。
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【パネル討論提出論文】

WTO加盟後の中国経済・
高度成長は持続するか?

杜進

1.中国経済についての楽観論と悲観論

長い間，中国問題の専門家の間では， i楽観

論J対「悲観論J，あるいは「経済的楽観論」
対「政治的悲観論Jの論争が繰り広げられてき
た。近年，中国経済のプレゼンスの増大に伴い，

新たな「中国ブームJが起きた。さらに 2つの
出来事が， i楽観論」対「悲観論」の見通しの

相違を， i中国脅威論」対「中国崩壊論」の両
極端の対立に発展させたのである。

その lつはアジア通貨危機である。景気後退

や混乱に端ぐ東アジアの周辺経済とは対照的

に，中国の危機への対応は文字通り優等生的で

あった。政策当局はアジア通貨危機の囲内経済

への波及を防ぐために，構造改革を断行し経済

基盤の強化を図ってきた。また，周辺諸経済の

通貨が相次いで切り下げられていくなか，中国

は国際公約どおりに通貨の価値を維持し，アジ

ア通貨危機の収束に貢献した。さらに，内需拡

大政策を発動し，周辺諸国に羨望されるような

高い成長率を維持させている。中国がこうした

パフォーマンスをもって， i中国経済は強い」

というメッセージを世界に強力にアピールして

いることは間違いないであろう。他方，アジア

通貨危機が残した重要なメッセージのひとつ

は， i東アジアの奇跡jと言われる現象が人々

の幻想に過ぎなかったかもしれない，というこ

とである。すなわち，経済体制の基礎が脆弱な

らば，一時的に高い経済成長が実現できても，

それを持続することは至難の業であり，やがて

は危機的な状況に陥るという示唆である。中国

の金融システムの虚弱さと固有企業改革の困難

に注目する論者が，中国は他の東アジア経済に

似通った構造的不安定性をもっており，やがて

は経済成長を支える制度的基盤が崩れると予測

したのは，それなりの論理性があってのことで

あろう。

もうひとつの出来事は，中国が念願のWTO

加盟を果たしたことである。 13億の人口を持つ

中国が世界経済との統合の道を歩みだし，グロ

ーノ¥)レ競争に参入することは，言うまでもなく，

中国自身と世界に大きな影響を及ぼさないはず

がない。ただし， i世界を受け入れる中国」と

「世界に向かう中国」という 2つの側面のうち，

どの側面をより重要視するかは，見る人の立場

と関心により異なるものであり，中国経済に関

する将来像は大きく異なってくるということを

指摘しなければならない。

中国経済に関する「脅威論Jと「崩壊論Jの
構図を考えれば，おそらく次のことが言える。

もともと存在していた中国経済に関する楽観論

に，アジア通貨危機のなかで突出した強い中国

経済のイメージが加えられ，その上，主に「世

界に向かう中国」という視点で問題を捉える場

合，楽観論は中国が周辺を圧倒するという「脅

威論jに発展しやすいであろう。逆に，もとも

と中国経済悲観論の立場に立つ人々は，東アジ

ア共通の経済構造の脆さが中国にも存在すると

いう事実に注目し，さらには， WTO加盟の中

国の経済運営と産業・企業に与える影響を中心

に考えた場合，中国の経済成長はやがて壁にぶ

つかるという「崩壊論Jに導かれるであろう。

2.中国脅威論の背景
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日本においては，崩壊論者と脅威論者が並存

しているものの，近年では中国経済脅威論が大

きな勢いを得ているように思われる。その背景

には，日中経済関係が緊密化の度を増すなか，

未曾有の経済不況にあえぐ日本に比べ，中国経

済の躍進がより大きく写し出され，また，中国

経済に関する認識は，もはや知的好奇心を満た

すための学者の聞の話題ではなくなり，日本人

の生活に直結する現実的問題となっていること

が挙げられる。特に次のような事実は日本人の

中国経済に対する見方に大きく影響している。

第Iに経済不況が長引き，構造改革が思うよう

に進まない状況で，日本企業は相次いで、生産活

動の拠点を海外，とくに中国に移転しようとし

ている。その結果，国内生産能力の低下と産業

空洞化が進行し，日本の生産と雇用にマイナス

の影響を及ぼす懸念が強まっている。第2に，

日本市場において中国製品のシェアが拡大して

いる。日本の生産者は，安価な「メイド・イ

ン・チャイナ」の製品との競争を強いられ，そ

の結果，国内生産規模縮小と貿易黒字の減少を

余儀なくされている。第3に，中国の労働力や

土地等の生産要素価格は，日本よりはるかに安

い上，近年幅広い産業について品質の改善と能

率の向上が見られ，とくに日本企業が乗り遅れ

たIT産業については，中国の技術力が目立って

増強している。第4に，企業や個人のレベルで

は，中国からの競争圧力に抗してさまざまな対

策を採りうるが，こうしたミクロ的対応は，マ

クロレベルでの日本全体としての対応とは異な

っている。対中輸入製品の多くは日系企業が中

国で生産した製品の日本への「輸入jであると

いう事実を考えれば，対中投資の拡大という日

本企業の前向きの対策は，中国にとって見れば

生産と輸出の拡大という好循環になるが，日本

の立場からみれば，囲内生産の萎縮と輸入の増

加という現実となる。

3. 中国経済に対する 3つの視点

進国家の日本経済の台頭に対する対応の歴史を

想起させるものがある。とくにアメリカにおい

ては， i日本異質論jを前提とした「日本脅威

論Jや「日本没落論」が大流行した一時期があ
ったが，日本の躍進がアメリカに災難をもたら

すどころか，日米経済の融合はアメリカの産業

構造の転換と企業競争力の向上のきっかけを提

供したのである。日本にとって，守りに転ずる

のではなく，新しいチャレンジに立ち向かう勇

気と戦略が必要で、ある。この意味においては，

自信喪失の象徴である中国経済脅威論からは，

前向きな対中経済関係の道を探し出すことはで

きない。同様に，中国崩壊論からも現実的な政

策的含意を引き出すことができない。政策研究

の視点から言えば，両者とも不毛の議論であり，

いずれも思考停止に導くものである。建設的な

行動に結びつく中国経済のビジョンを確立させ

るためには，次の3つの視点を持ち合わせるこ

とが不可欠の条件と考える。それは，第 lに，

日本を含む先進国家の経験から中国の現実を理

解するという「歴史的視点J，第2に，グロー
パル化の時代において中国が取り巻く経済発展

の環境は先進国のそれと多くの共通点をもっと

いう「同時代性的視点J，さらには，第3に，与
えられた制約条件の下で，中国が独自の発展の

道を目指しているという「将来的視点」である。

これらの視点をバランスよく取り入れる中国経

済のピジョンを構築することは，われわれの理

性と論理力を試す作業と言ってよいであろう。

4. 90年代の中国経済

日本の立場からは，主として2つの視点で中

国の最近の経済成長が注目されている。まず，

これまで続いてきた高度成長が今後も持続でき

るか否かという問題である。次に，今後の中国

の経済発展はどれほどの対外的インパクトを持

っか，すなわち，中国の経済発展の牽引車は外

需に求めるべきか，それとも国内市場の拡大を

基礎とするものか，という点である。実は，中

日本がおかれている状況は，かつての欧米先 国の現実を考えるとき，この2つの問題は密接
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に関連している。

1990年代における中国の経済成長は，いくつ

かの側面において50年代から80年代半ばまでの

日本経済の高度成長を訪偽とさせる。高い成長

率の持続と，それに伴う産業構造の高度化と都

市化が急速に進むことが基本的特徴であるが，

その背景には高い貯蓄率によって支えられる投

資の高水準，および対外貿易の構造変化に見ら

れるような国際市場へのダイナミックな参入が

あった。事実，日本だけではなく，輸出主導工

業化と言われる東アジアの経済成長からも，中

国の成長パターンの原型を見出すことは難しい

ことではないであろう。

一方，近年の中国経済の政策課題には， 1990 

年代の日本経済のそれと重なる部分も多く見ら

れる。とくに90年代後半から進められてきた中

国の内需拡大政策について考えてみよう。中国

政府の公式的説明によれば，内需拡大政策はア

ジア通貨危機などの外需面のショックに対応し

て，経済成長を維持するために中国政府がとっ

た臨時的な対策である。しかし，この政策転換

に対しては，次の 2つの理由から政府の賢明な

選択であるとして内外の高い評価を受けてい

る。第 lに，中国でよく耳にする議論であるが，

国際市場の不況の中，中国はあえて通貨切り下

げによって外需を維持するという誘惑を断ち，

自ら短期的利益を犠牲にする上で国際社会に貢

献したことである。その理由は次の通りである。

中国の輸出不振のひとつの要因は，周辺諸経済

の通貨切り下げに対して，人民元の対ドルの交

換レートを安定的に保ち，その結果として生じ

た割高な人民元が中国の輸出を困難にし，内需

を拡大せざるを得なかったことである。言い換

えれば，通貨を切り下げることで対外貿易の低

迷に対処できるはずであったが，中国はあえて

周辺諸経済の通貨切り下げ競争に追随しなかっ

た。この政策は新たに通貨切下げの競争に加わ

らないということで，アジア経済危機の収束に

寄与したことになる。第2に，中長期的にみれ

ば，中国のような経済規模の大きい経済にとっ

ては，輸出の拡大には限界がある。昨今，国際

市場の供給過剰基調の中ではなおさらである。

他方，囲内に大きな開発のフロンテイアが存在

し，とくに内陸地の発展を促進するためのイン

フラ投資に大きな需要が見込まれる。したがっ

て，内需拡大政策への転換は，中長期的にみれ

ば，中国自身の均衡的発展にとっても利益の多

い政策といえる。このような評価は，世界銀行

などの国際機関の経済学者から多く出されてい

る。

しかし，内需拡大政策への転換は外部的ショ

ックに起因するものではなかった。より根本的

な原因は，国内の構造改革と制度整備の進行に

伴い，かつての「過熱体質Jの中国経済は「冷
え性」に変わり， 1990年代後半の中国経済は常

に需要不足の局面にあるということである。言

い換えれば，外需の動向のいかんにかかわりな

く，中国経済は「金融と財政の規律強化」とい

う強い制約の下で深刻な需要不足に陥り，経済

成長率を維持するために，政策的に需要を喚起

しなければならないという状態にある，という

ことである。

さらに，中国経済に内生する需要不振の基本

構図と， i失われた10年」と言われる日本の状

況との聞には多くの類似点を見出すことができ

る。デフレの圧力の下で国内需要が低迷し，

「デフレ・スパイラル」といわれる物価の下降

と成長の減速という悪循環が中国にも姿を現し

ている。中国のデフレの発生要因について次の

ような事実が重視されるべきであろう。実物経

済の面からいえば， 1990年代前半に行われた過

剰な投資は，中国経済の供給力を膨張させ，企

業聞の過当競争を誘発する結果となった。とく

に経営業績が悪化した国有企業が，銀行から受

けた巨額の融資の返済が難しくなり，その結果，

銀行部門に大量の不良債権が累積してきた。金

融危機を回避するために政府は金融規律の強化

を図り，それにより，厳しい監督下にある銀行

の企業への融資はより慎重になり，信用萎縮

(クレジット・クランチ)の現象が引き起こさ

れた。すなわち，中国経済には実物経済の面で

過剰生産力の顕在化という「物余りJ現象に加
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え，銀行の預金規模が貸付額を大きく上回ると

いう「金余りJの現象も際立つてきている。そ
の結果，デフレと需要不振の悪循環が生まれた

のである。

5.中国経済の潜在成長力

しかし，デフレ圧力の経済成長に及ぼす影響

を考えると，日本と中国の聞に決定的な違いが

あることに気付くはずである。日本にとってデ

フレの脅威とは経済規模の縮小(マイナス経済

成長)を意味するものであるが，これに対して，

中国ではデフレが進行しているにもかかわらず

高い経済成長率が実現されている。中国経済の

この「なぞ」を解明するためには，おそらく次

のようなポイントが強調されるべきであろう。

まず，中国政府は，雇用の維持と経済成長の維

持に強くコミットしていることである。現政権

の正統性は経済成長の維持にあるとよく言われ

ているが，中国にとって成長率の維持が絶対に

必要である理由はいろいろな側面からみること

ができる。たとえば，雇用問題を解決するため

に経済成長が必要とされ，また，経済全体のパ

イが大きくなればその分配がやりやすくなる，

という意味において，経済成長が停滞すると構

造変化と制度改革の推進のための「利益調整の

余裕」が確保できなくなり，改革そのものが挫

折する危険があるからである。第2に，中国経

済の現状からいえば，日本とは異なり，少なく

とも短期においては，財政支出の拡大と海外直

接投資の誘致によって需要を支える手段が残さ

れている。第3に，より根本的な理由は，中国

経済の潜在成長率が日本のそれに比べ著しく高

いからである。

この点についてもう少し敷桁しておこう。経

済学の教えに従えば，ある経済のパフォーマン

スを評価する基準は，その「自然成長率」と実

現された「現実成長率」との聞のギャップとい

う相対的尺度である。それぞれの経済の「自然

成長率jは異なるため，絶対値で、成長のパフォ

ーマンスを比較することは意味をなさない。た

とえば，日本経済と中国経済の自然成長率をそ

れぞれ1%と9%とし，現実成長率をそれぞれ

1%と8%とすれば，自然成長率を達成した日

本経済の 1%のパフォーマンスは， 8 %を実現

した中国経済のパフォーマンスよりも優れてい

るということになる。後者は自然成長率を達成

していないからである。

「自然成長率」とは，生産要素が完全に利用

された場合に，経済がどの程度の生産拡大を可

能とするかを示す指標である。その規模は資本

蓄積と技術進歩のスピードによって規定され，

経済発展の度合い，人口構成，技術水準などに

よって各経済の聞に大きな差がある。一般的に

言えば，後発国の自然成長率が相対的に高く，

これに対して，成熟経済の場合はその潜在的可

能性が低く，自然成長率は相対的に低い。中国

経済の自然成長率は約9%前後と一般的に思わ

れているが， 1996年以降中国の経済成長率は常

にこの水準を下回っているので，中国が経済学

的意味での不況期にあると判断することは自然

であろう。

自然成長率は供給側の要因によって規定され

る長期的なコンセプトであるのに対して，実現

された経済成長率は短期的な需要要因によって

自然成長率の周辺で変動するものである。経済

学のこの常識も中国経済の現状認識に適用でき

る。 1990年代前半の中国経済は自然成長率を上

回るベースで拡大していたため，経済が過熱と

なりインフレが引き起こされた。 1990年後半の

状況はその逆のケースであり，現実の成長率が

自然成長率を下回り，デフレが進行し失業が増

える。中国の現在の成長局面は，需要が供給力

に及ばない典型的な不況であり，需要を刺激す

ることは不況を克服するための基本的対策とな

ろう。

6. WTO加盟の影響

WTO加盟の実現に伴い，中国における政策
研究の重点はWTO加盟の損得勘定から具体的
な産業分野に関する政策対応の方に重点が移り
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つつある。ただし， WTO加盟の中国経済に与
える影響を理解するうえで，マクロ経済の視点

が最も重要な意味を持つことはいうまでもな

い。 WTOへの加盟は国際社会からの圧力によ

るものではなく，中国政府が自ら積極的に行っ

た戦略的選択であった。すなわち，中国にとっ

てはWTOに加盟する利益はそれに伴う不利益

を上回り，全体的には中国にとって有利になる

という計算があったに違いない。しかし，この

ような判断は，綿密な計算に基づくものではな

く，戦略的勘定とでもいえるような動学的視点

からの発想であろう。そのエッセンスは， WT 

O加盟を通じて市場経済体制を確立し，構造変

化を促進することによって，資源配分の効率性

と安定性を手に入れることができる，というこ

とである。この意味においては， WTO加盟は，

圏内の構造改革と方向性が一致するものであ

り，両者は相互に補強しあう関係にある。すな

わち， WTO加盟後中国が世界経済に統合され，

グローパルな競争に参加するという前提で考え

るなら，国内の構造改革はWTO加盟後の開放
体制へスムーズに移行できるように基礎を固め

るプログラムであり，一方のWTO加盟はこの

構造改革を促進するための強力な「外圧」とし

て利用されている。

むろん，中国全体にとって有利であるといっ

ても， WTO加盟の具体的な産業に及ぼす影響
は異なる。また，各産業と地域が実際に受ける

影響は，その調整スピードによって異なること

も考えられる。中国国務院発展研究センター

(2002年)は，各主要産業の国際競争力，産業
組織の現状，産業成熟度，市場化度合い，国内

需要の潜在力などの諸要因を考慮し， WTO加
盟後各産業が受ける影響について次のような判

断を示している。

農業:野菜，肉類，果物などの輸出が増える

という利益を享受できるが，全体として中国の

農業はWTO加盟によって最も大きなマイナス
の影響を受けることが考えられる。農産物輸入

の自由化によって輸入量が増加し，それに伴っ

て圏内生産者価格と市場価格が低下し，農家所

得の低下が予想される。計量分析によれば，

2005年の時点で， WTOに加盟しないと仮定し

た場合に比べ，農業生産額は 2%減少し，農家

所得の減少も280億元 (1990年価格)に達する。
それは第 1次産業のGDP総額の 2%弱に相当す

る。

サービス業:サービス業は今後大きな発展が

見込まれる産業であるが，中国政府はWTO加

盟の条件として高い対外開放の度合いを約束し

た。今後，固有銀行と大型固有商業企業が外資

からの厳しい競争に直面することが予想される

が，基本的には成長する市場におけるシェアの

争いであり，適切な競争と規制政策の下では，

国内企業と外資企業がともに成長するという

「ウイン・ウイン」ゲームの結果が予想される。

製造業:全体として開放の度合いが高く，国

際競争力を持つ産業が多い。今後，競争の環境

をいっそう整備することによって，多くの競争

優位をもっ産業は大きく発展し，中国が「世界

の工場」となる可能性が論じられている。具体

的には，次の3つの産業グループに分けてその

将来性を考えることができる。①繊維・衣服，

家電，オートパイ，電気通信中心のIT産業など，

すでに国際競争力を持つ産業は， WTO加盟後
いっそう発展することが予想される。②飲料・

食品産業，石油加工，冶金，機械などの産業は，

すでに一定の国際競争力をもっているが， WT 
O加盟後の調整を積極的に行うことによって，

中長期的に競争優位を発揮できる発展性の大き

い産業となる。③自動車産業や化学医薬品産業

など，これまで政府の手厚い保護を受けてきた

産業は， WTO加盟後の数年においては，輸入

品との競争で大きな衝撃を受ける。しかし，リ

ストラを経験してからは大きな発展の可能性を

秘めている。とくに自動車産業については，

10-20年後中国は世界最大の自動車生産国にな
ると予想されている。

留意すべきは，以上のような産業発展のシナ

リオは，国務院発展研究センターが提唱する

「いっそうの開放の条件下で大国の競争優位を

発揮する戦略Jの実行を前提としている。この
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戦略の主なポイントは，①WTOの規則に従い，

開放的，競争的で，統ーした圏内市場の建設を

加速する。②固有企業が他の企業と同じ土俵で

競争できるように，その「退出Jのための諸制
度の整備を加速する。③政府の能率を向上させ，

法律に基づき経済行政を行う。とくに社会的弱

者の保護，社会的安定の維持を最重要目標とす

る。④引き続き内需拡大政策を実行し，マクロ

経済の安定を保持し，構造改革に有利な環境を

提供する。

この戦略の要点は，国際公約の履行，競争の

強化，そのための制度整備，に要約することが

できょう。戦略は主として2005年までのWTO

加盟後5年以内の期間を想定して，構造調整と

制度改革の加速化を呼びかけるものである。む

ろん， 5年の過渡期で構造改革を完成させ，中

国経済の体質をWTO体制に完全にフィットさ

せることは決して容易なことではなかろう。経

済学者の奨綱氏は， WTO加盟の中国経済への

影響について次のような判断を下している。第

lに， i過渡期jの5年間については，多くの
産業について体制移行のための特別措置が認め

られ，国内経済への影響はそれほど深刻なもの

ではない。他方，中国経済の政策環境が改善さ

れるという予想によって，多くの海外直接投資

が中国に集中することが考えられる。全体とし

ては， 5年以内という短期で考える場合は， W

TO加盟の影響は大きなプラスになりうる。第

2に，しかし， 5年から10年という中期で考え

るなら，過渡期終了後中国はWTO加盟の公約

を忠実に実行しなければならない。調整が遅れ

た一部の産業と企業は厳しい試練を受けること

となろう。失業の増加など構造調整のコストが

目立ち，中国経済にとって厳しい時期になるで

あろう。しかしながら第3に，中期の苦しみを

乗り越えれば， 10年以降という長期においては，

対外開放の基盤が固められ中国経済は安定的成

長を享受できる，という。

7.中国経済の将来展望

以上に述べた中国経済の構造調整の現状と展

望から，将来の日中関係を考える上で多くの示

唆が得られるように思われる。まず，中国の構

造改革が目指す方向性，中国経済の将来像は，

日本の構造改革のそれとは基本的には同質のも

のといえる。そのイメージはおおよそ次のよう

なものであろう。将来の経済社会は流動性に富

み活力に満ちたもので，十分なインセンテイプ

が与えられた経済活動の主体は進んでリスクを

負担し，政府は社会的セーフテイ・ネットを整

備することによって，起こり得る様々な衝撃を

軽減させ，経済的社会的安定を維持する。この

ようなイメージはあくまでも経済活動の環境に

関するものである。問題は，日本と中国に同じ

経済活動の環境が整備されたとすれば，今後，

経済活動は，どちらの国にどのような分野が定

着するか，とくに日本企業が大挙して中国に生

産活動の拠点を移転するか，といった問題が生

じてくるであろう。

第2に，より開放的な環境のなかでは，中国

において産業・企業発展のために，次のような

いくつかの有利な条件が存在していることはお

そらく間違いないであろう。それは，①先進国

の技術と経験を有効に利用できるという経済後

発性の優位，②世界最大の人口と高度成長に伴

って拡大する市場需要の優位，③労働力をはじ

めとする生産要素が相対的に安いというコスト

の優位，④一定の産業集積がすでに存在してい

るという集積の優位などである。こうした条件

を考えれば，産業立地の条件からみた中国の魅

力は否定できない。日本にとっては，潜在的成

長性の高い中国経済との間で分業関係を強化す

ることによって多くの利益を得ることができ

る。このような展望を実現するためには，中国

が持ち得ないような経営的優位を早急に確立す

べきであろう。

第3に，しかし，拡大する中国の生産の大部

分は，輸出よりは圏内市場に向けられることが

予想される。また，雇用圧力と潜在的需要の喚

起という観点から，中国の産業発展は中小企業

を主体とする内需が中心となる，という展望が
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開けてくる。このような産業発展のパターンが

確立されれば，日本にとって多くのビジネス・

チャンスが生まれることとなろう。

言うまでもなく，以上のような展望は，中国

経済が数々のハードルを克服できるという前提

に立つものである。経済構造の脆弱性の克服，

政治改革の達成，社会的凝集力の維持など，中

国の経済大固化への道程は決して平坦なもので

はなかろう。しかし，中国はグローパル化の道

を歩み始めており，世界規模の範囲で囲内の諸

問題を処理しようとしている。日本は中国の経

済大固化に積極的に関与し，共栄の道を探って

いかねばならない。




